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要旨 
	 本研究では，非噴火時における，火山浅部に位置する熱水系の活動の消長と

それをもたらすメカニズムについて，熱水流動数値計算を用いて定量的に検討

した．熱水系の時間発展のメカニズムとして火道浅部の浸透率低下（火道閉塞）

と深部からの熱水供給率増加を取り扱った．また，熱水流動数値計算との比較

のための参照情報として火口での熱活動（温度および噴気放熱率）と全磁力変

化に着目した． 

	 火道閉塞による熱水系への影響は，十勝岳の 2008~2016 年の活動を想定した

数値モデリングにより検討した．その結果，火口温度や噴気放熱率の低下と火

口地下浅部の蓄熱・膨張の同期によって特徴付けられる活動が，火道閉塞によ

って引き起こされうること，一方で，深部からの熱水供給率の変化のみでは説

明できない活動であることを明らかにした．また，難透水性のキャップロック

の有無によって圧力上昇領域が変化することから，地下構造の推定に対し，地

盤変動観測が有効である可能性を指摘した． 

	 深部からの熱水供給率増加による熱水系への影響は，口永良部島火山の

2001~2007年の活動を想定した数値モデリングにより検討した．その結果，地下

水面付近での間欠的な蓄熱・膨張，火口温度の上昇および噴気活動の活発化の

同期によって特徴的付けられる活動は，段階的に増加する熱水供給率変化によ

って説明されうることを明らかにした．また，熱水供給率増加がパルス的なも

のである場合，熱水供給率減少とともに山体内の間隙水圧が減少し，やや遅れ

て火口温度・噴気放熱率が上昇する場合があることを明らかにした． 



	 熱水系の活動の消長をもたらす二つの要因（火道閉塞と熱水供給率増加）が

同時に起こった場合の，熱水系の応答について検討を行った．火道閉塞・熱水

供給率増加はどちらも火口下における蓄熱および増圧を引き起こす．一方，表

面活動に注目すると，火口温度・噴気放熱率が低下する閉塞卓越型，それらが

上昇する供給卓越型，ほとんど変化しない中間型に分類された．これらを分類

する無次元変数として，火道閉塞部の低下後の浸透率と母岩の浸透率の比，初

期熱水供給率と増加後の熱水供給率の比を提案した．閉塞卓越型の現象が進行

している場合に，深部熱水供給率が増大したかどうかを地上観測から判別する

際に，全磁力変化の情報が有用となる場合があることも明らかにした．一方で，

地上で観測される全磁力変化の解釈は山体浅部の浸透率分布，山体を構成する

岩石の温度–磁化特性の影響を大きく受けることを明らかにした． 

	 熱水系の活動の消長をより理解するためには，浸透率構造や初期供給率など

を様々に変化させた計算や，火道閉塞，深部からの熱水供給率増加のメカニズ

ムの解明が必要である．火道閉塞のメカニズムは，岩石－水反応とカップリン

グした熱水流動数値計算を用いて，鉱物の析出や溶脱を考慮したモデリングに

よって検討できると考えられる．一方，深部からの熱水供給率増加のメカニズ

ムを明らかにするためには，浅部熱水系のみではなく，マグマからの揮発性成

分の離溶や上昇を考慮した，深部の熱水供給源付近までを含んだモデリングが

必要である． 

	 将来，本研究で行ったような数値計算に基づく研究を発展させていくと，火

道閉塞や深部からの熱水供給率増加が与える山体内の状態変化と，それを反映

した各種観測項目の応答を類型化することが可能となり，地質学的な噴火履歴



情報に乏しい火山における噴火事象分岐確率の推定にも，ある種の根拠を与え

ることに貢献できる可能性がある． 
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1. はじめに  

1.1 研究の背景と目的  

	 火山現象は噴火時・非噴火時に関わらず様々な様式の活動を示す．さらに，

それぞれの活動様式から別の活動様式へと遷移することが知られている．これ

まで多くの研究で活動様式遷移のメカニズムを明らかにすることが試みられて

きた．噴火時・非噴火時に関わらず，活動様式遷移の研究は，主に 1) 地球物理

的，地球化学的，地質的観測による活動様式遷移の把握・定量化，2) 物質科学

的な研究からの物性値・その変化の推定 3) 数値計算による数理的な再現および

検証，を行うことで進捗してきた．本研究では主に数値計算を取り扱う．数値

計算による研究では，それぞれのパラメータや構成則の影響を明らかにするこ

とが可能である．また，各種観測データに基づいて構築された概念モデルが，

物理法則を定量的に満足するかどうかの検証にも有効である．  

	 噴火時の活動様式遷移の数値計算による研究は，主にマグマ噴火について精

力的に行われており，地下に存在すると考えられるマグマ溜まりと地表とを結

ぶ火道中のマグマの流動をモデル化することで発展してきた．まず，時間発展

のない定常モデルを用いて，爆発的噴火と非爆発的噴火を表現することが試み

られた．Wilson et al. (1980) は火道内のマグマの運動を物理法則に基づく微分方

程式系として記述し，以降の火道流モデルの基礎となる考え方を示し，プリニ

ー式噴火をモデル化した．しかし，このモデルでは気液に相対速度がないとさ

れたため，マグマ溜まりの含水率低下以外で非爆発的噴火を解として表現でき

なかった．その後，気液の鉛直相対速度や気相の火道外への脱ガスを導入する

ことで非爆発的噴火が解として表現された（Eichelberger et al., 1986; Melnik and 
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Sparks, 1999）． これにより，それぞれの噴火様式が定常モデルで表現された．

次に，噴出率と反比例する側方脱ガス（Jaupart and Allegre, 1991; Woods and 

Koyaguchi, 1994）, 結晶成長によるマグマの粘性増加（Melnik and Sparks, 2005; 

Kozono and Koyaguchi, 2009; Kozono and Koyaguchi, 2012）, 火道形状・断面積の

変化（Maeda, 2000; Woods et al. 2006; Costa et al., 2009）などがそれぞれ火道流モ

デルに取り入れられ，単一のイベントにおける噴火様式の遷移を説明する様々

なメカニズムが提案された．これらの提案されたメカニズムの妥当性，適用範

囲を検証するためには，実際に噴火様式の遷移が観測された噴火における各種

観測量とモデル計算の比較を行うことが重要である．霧島山新燃岳 2011年の噴

火は，地球物理学的，化学的，地質学・岩石学的研究が豊富に行われており，

モデル計算に取り入れることが可能なデータが得られていた．そこで，著者は，

これまでに提案された火道流モデルのうち，Kozono and Koyaguchi (2009) のモ

デルを霧島山新燃岳 2011 年噴火に適用する研究を田中（2012, 卒業論文），

Tanaka and Hashimoto (2013) ，田中（2014, 修士論文） を通して行ってきた． 

	 一方で，田中・他（2014）, 田中・他（2015），田中・他（2016）, Tanaka et al. 

(under review)では，非噴火時の火山における熱活動や全磁力時間変化を明らか

にする研究を行ってきた．火山は噴火時よりも非噴火時として活動している時

間の方が長く，地盤変動観測，地震観測，全磁力観測，熱観測，火山ガス観測

など，多くの観測によってその変化が捉えられる．国内外の多くの火山で観測

結果に基づいてその消長のメカニズムの概念モデルが提案されている（例えば，

斎藤・井口，2007, Kanda et al., 2010;口永良部島, 橋本・他，2010;十勝岳，

Christenson et al., 2010; Ruapehu，Nishimura and Ueki, 2011;岩手山）．しかしなが
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ら，こうした概念モデルが数値計算で検証された例は少なく，どのようなパラ

メータがその消長に寄与しているのか明らかになっていない．本論文では特に

火山体浅部に熱水系を胚胎するような火山における非噴火時の活動の時間発展

メカニズムに着目し，数値計算によって概念モデルの検証，各パラメータの影

響の検討を試みる． 

	 熱水系とはマグマからの熱および流体の供給によって形成される高温の流体

が存在する領域で，より一般的に地熱系（hydrothermal system）と呼ばれること

もある（Hedenquist and Lowenstern, 1994; Ingebritsen et al., 2010）．火山体浅部に

発達した熱水系に関連して起こる様々な火山現象を総称して，hydrovolcanic 

phenomena と呼んでいる（Barberi et al., 1992; Germanovich and Lowell, 1995; 

Browne and Lawless, 2001）．Hydrovolcanic phenomenaの様式や発生機構は多岐に

わたっており，その現象は各文献によって，異なる定義・区分がなされている．

Barberi et al. (1992) は，その起源によらず地下に存在する熱水がマグマとの直接

の相互作用なしに引き起こす噴火現象を phreatic eruptionと定義し，マグマと地

表水（海，湖，氷河）の相互作用による噴火現象を hydromagmatic eruptionと呼

んだ．また，地下に存在する水（熱水かどうかは問わない）とマグマの相互作

用によって発生する噴火現象を phreatomagmatic eruptionと定義・分類している．

Germanovich and Lowell (1995) は，phreatic eruptionの発生メカニズムの一つとし

て，深部へダイクが貫入し，熱水系（ダイク上部の水と岩石）への熱の輸送が

発生した結果，熱応力の発生とそれに伴うクラックが発生し，噴火に至るとし

たモデルを提案している．このように hydrovolcanic phenomenaに先行して，熱

水系の消長が予想される．しかしながら，全ての熱水系の消長が hydrovolcanic 
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phenomenaに発展するとは限らない．熱水系の時間発展のメカニズムを明らかに

することは，その変化が hydrovolcanic phenomenaへつながる変化であるかどう

かを明らかにし，hydrovolcanic phenomenaの発生予測に貢献する可能性がある． 

	 マグマ噴火様式の遷移の研究のための数理モデルが火道流モデルであったの

に対し，熱水系の時間発展の研究のためには熱水流動数値計算が有効である．

熱水流動数値計算は主に地熱開発の生産性の時間発展予測のために高度化され

広く普及しており，近年火山への応用が盛んに行われている．これまで，いく

つかの先行研究で観測データと熱水流動数値計算結果の比較により熱水系の消

長メカニズムが提案されている．熱水系の消長のメカニズムとしてよく検証さ

れているのが，深部からの熱水供給率の変化である（Hurwitz et al., 2007; Todesco 

et al., 2010; Fournier and Chardot, 2012）．また，マグマ頭位の上昇による熱水系の

消長についてもいくつかの研究がおこなわれている（石戸，1995, Okubo et al., 

2006; Okubo et al., 2007）． 

	 一方，これまであまり検討されていない熱水系の消長のメカニズムとして火

道浅部の浸透率低下（火道閉塞）があげられる．Hurst et al. (1991) は New Zealand, 

Ruapehu火山における放熱率の周期的な変化が，活動的火口湖に熱と流体を供給

する火道最上部における浸透率の増減によって引き起こされているとする概念

モデルを提唱した．また，Christenson et al. (2007) は 2006年の New Zealand, Raoul

火山の噴火が明瞭な前兆現象（主に CO2放出率や火山性地震の増加）を伴わな

かったことから，火道内に浸透率の低下した部分があり，その下に爆発しうる

だけの熱水が蓄えられていたことを指摘した．また，Christenson et al. (2010) で

は，New Zealand, Ruapehu火山 2007年の噴火も同様に火道内の浸透率低下部が
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関与しているのではないかと指摘した．さらに，彼らは岩石–水反応を取り扱う

ことのできる 1 次元の熱水流動数値計算を行い，火口湖の水を含む岩石に，高

温の火山ガスが注入されると，10 日程度の短い時間スケールで浸透率が 4 桁程

度低下することを明らかにした．このように火道閉塞という現象の存在が指摘

されているものの，それが，火道を含めた熱水系全体に対してどのような影響

を与えるかについて調べた研究はない．そこで本研究では火道内での浸透率低

下による熱水系への影響にも着目する．数値計算結果と比較する観測項目とし

て，火道閉塞に敏感に影響を受けると考えられる火口温度と火口からの噴気放

熱率を用いる．また，地表面での熱活動と組み合わせることで火山体内での熱

収支を考察できると考えられる地磁気全磁力変化を用いる．また，地磁気全磁

力，火口温度，噴気放熱率はこれまで熱水流動数値計算とあまり比較されてい

ない．そこで，深部からの熱水供給率変化によるこれらの観測項目への影響も

検討する．  

	 地磁気全磁力観測は火山活動をモニタリングするうえで有用な観測項目の一

つである．多くの火山でこれまで火山活動に伴う全磁力変化が観測されてきた

（例えば，Dzurisin et al., 1990; Sasai et al., 2002; Hurst et al., 2004など）．火山活

動に伴う全磁力変化の要因として，1．地下の温度変化（thermomagnetic effect），

2．地下の圧力変化（piezo-magnetic effect），3．地下の流体移動に伴う電流がつ

くる磁場（electro-kinetic effect），4．磁性鉱物が化学反応によって変化し磁化強

度が変化することなどがあげられる．このうち，温度変化による全磁力変化が

支配的であると考えられる全磁力変化が観測された場合，地温異常域や噴気に

よる地表からの放熱量と組み合わせることで火山における熱収支について考察



 8 

することが可能となる． 

	 地下の温度上昇によると考えられる全磁力の変化（熱消磁）が，火山浅部に

熱水系を保持すると考えられる 2つの火山で観測された．十勝岳では 2008年か

ら 2016年現在にかけて（橋本・他，2010），口永良部島では 2001~2007年に観

測された（Kanda et al., 2010）．この 2つの火山の事例は，全磁力変化にほぼ同

期した膨張イベントを伴って発生した共通の特徴をもつ（気象庁，2016; 斎藤・

井口，2007）．しかし，火口からの放熱率に着目すると，十勝岳では消磁の進

行とともに噴気高度及び噴気温度の低下が認められ，放熱率の減衰が確認され

る．一方，口永良部島では消磁の進行とともに地温異常域が拡大し，放熱率の

増加が認められる．これらのことから，この 2 つの火山の活動遷移はそれぞれ

異なったメカニズムの概念モデルが想定される．すなわち，十勝岳では火道閉

塞，口永良部島では深部からの熱水供給率の増加である．そこで，本研究では

次のことを目的とした． 

 

1. 消磁傾向と火口での熱活動の衰退が観測された十勝岳 2008~2016 年のよう

な熱水系の消長が火道閉塞によって引き起こされるかどうかの検討． 

 

2. 火道閉塞が熱水系にもたらす時間変化と母岩の浸透率や火道浸透率の低下

量といったパラメータの影響の検討 

 

3. 消磁傾向と火口での熱活動の活発化が観測された口永良部島火山

2001~2007 年のような熱水系の消長が深部からの熱水供給率の増加によって
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引き起こされるかどうかの検討． 

 

4. 深部からの熱水供給率変化が全磁力変化と火口における熱活動といった

観測項目に及ぼす時間変化と熱水供給率増加量や熱水供給率増加の継続時間

といったパラメータの影響の検討 

 

5. 火道閉塞と深部からの熱水供給率増加が同時に起こった場合の熱水系の応

答と各パラメータの影響の検討 
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1.2 論文の概要  

	 第 2章では本研究で用いた熱水流動数値シミュレータ STARについて述べる．

2.1 節では支配方程式及び構成則を，2.2 節では計算領域の設定及び各種パラメ

ータの扱いを述べる．2.3節では先行研究で行われた数値計算を模した計算を行

い，STARの動作検証を行う．第 3章では，十勝岳の 2008~2016年の活動を想定

した熱水系の数値モデリングを行う．ここでは，特に火道閉塞がもたらす熱水

系の消長とそのとき地表で観測される全磁力変化及び火口における熱活動の変

化について論じる．3.1節では十勝岳の 2008~2016年の活動を，主に全磁力変化

と火口の熱活動に着目してまとめる．3.2節では橋本・他（2010）で提案された

概念モデルの問題点を指摘し，本研究で検証するべき概念モデルを構築する．

3.3 節では数値計算の計算領域及び各種パラメータを設定する．3.4 節では数値

計算結果を示し，3.5節でその結果に基づいて，火道閉塞がもたらす熱水系の変

化や火道閉塞の原因について議論を行う．第 4 章では，口永良部島火山の

2001~2007年の活動を想定した熱水系の数値モデリングを行う．ここでは，特に，

深部からの熱水供給率の増加が浅部熱水系にもたらす影響を議論する．また，

熱水供給率の一時的な増加や段階的な増加といった複雑な時間変化に対する浅

部熱水系の応答について議論する．4.1節では口永良部島の 2001年~2007年の活

動についてまとめる．4.2節では Kanda et al. (2010)で提案された概念モデルを整

理し，数値計算の目的を設定する．4.3節で数値計算領域及び各種パラメータを

設定し，4.4 節で数値計算結果を示す．4.5 節では数値計算結果に基づいて，深

部からの熱水供給率の時間変化がもたらす浅部熱水系の消長について議論を行

う．第 5 章では単純な火山地形と構造を与えた計算領域を用いて，火道閉塞及
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び深部からの熱水供給率の増加が同時に起こった場合の浅部熱水系の応答につ

いて数値計算を行う．ここでは，同時に発生する火道閉塞と熱水供給率増加の

度合いによる熱水系の応答の違いと，地上観測から 2 つのメカニズムを分離可

能かについて検討する．5.1節ではこの章の目的について整理し， 5.2節では数

値計算の設定について述べる．5.3 節では数値計算を行いその結果を示す．5.4

節では数値計算から抽出された特徴について議論を行う． 
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2. 熱水流動数値シミュレータ STAR 

2.1 支配方程式  

	 本研究では，熱水流動数値シミュレータとして汎用熱水貯留層シミュレータ

STAR (Pritchett,1995)を使用した．STAR は非線形の質量保存則及びエネルギー

保存則を解くことにより，局所平衡を仮定して多孔質媒質中の多成分・多相の

熱水及び熱の流れを計算する．ここで，成分とは H2O や CO2，CH4，空気とい

った化学種もしくはその混合物を示し，相とは固相，液相，気相といったそれ

ぞれの化学種における状態を示す．以下に STAR で解かれる質量保存則（2.1）

式及びエネルギー保存則（2.2）式を示す． 

 

∂
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各変数の添字の iはそれぞれの成分を表し，jはそれぞれの相を表す．それぞれ

の変数および定数を表 2.1，表 2.2にまとめた．（2.1）式左辺第 1項は系内の各

相各成分の質量時間変化を，第 2 項は流体の移動を示す．ここで，Cijは j 相に

おける i成分の質量分率を表し，j相における i成分の質量を j相の総質量で除す

ることで計算される．また，Lは水理学的分散のスケールを示す．多孔質媒質中

の流れの場では，流体中の化学成分濃度は空隙流路や小さなスケールの不均一

性の影響で，分子拡散よりもはるかに大きな分散を示す．この小さなスケール

の不均一性を特徴付けるスケールが L であり，分散率とも呼ばれる．（2.1）式

右辺は系内の湧き出し及び吸い込みを示す．𝑚!",𝑚!"#はそれぞれ単位時間当た

りに流入・流出する流体の質量を示す．𝐶!!"は流入する流体の i 番目の成分の質

量分率を示す．𝐶!!は成分 iのある時間における局所的な流動質量分率であり，（2.4）

式で表される．（2.2）式左辺第一項は系内のエネルギーの時間変化を示し，第

2項はエネルギーの流れを示す．右辺第1項は伝導によるエネルギー変化を示し，

第 2 項は位置エネルギーの変化を示す．第 3 項及び第 4 項は流入及び流出する

流体の持つエネルギーを示す．第 5 項は発熱を示し，例えば地殻熱流量の流入

などを表現する．ここで，HINは流入する流体のエンタルピであり，HFは流動エ

ンタルピとして（2.5）式によって定義される．（2.3）式は多相の流動に対する

j相の質量流束をダルシーの法則によって定義したものである．ここで，Rjは各

相の相対浸透率で，共存するそれぞれの相が互いに流れを阻害する効果を記述

したものである． 

	 また，上記の式に対して構成要素の関係を構成則として与える．ここで，構

成要素の関係とは主に，1) 空隙率と圧力・温度の関係，2) 浸透率と圧力・温度
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の関係，3) 各相の相対浸透率と各相の飽和度との関係，4) 有効熱伝導率と岩

石・流体の熱伝導率との関係，5)流体の温度，圧力，各相の比，内部エネルギー，

粘性，密度の関係を指す． 

	 STARでは，これらの支配方程式・構成則に，初期条件，物性の空間分布を与

え，圧力 P，内部エネルギーE，成分 iの質量分率 Ciを独立変数として，境界条

件を満足するように，時間の項に関しては完全陰解法を，空間については 2 次

の風上差分を用いて解く．ここで，内部エネルギーE および成分 i の質量分率

Ciは次の（2.6），（2.7）式によって与えられる． 

 

E =
Sjρ jE j( )

j
∑

Sjρ j( )
j
∑  (2.6) 

Ci =

Sjρ jCij( )
j
∑

Sjρ j( )
j
∑  (2.7) 
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表 2.1 STARの支配方程式の変数 

変数  記号  単位  

温度  T ºC 

岩石の空隙率  φ - 

飽和度  S - 

圧力  P Pa 

密度  ρ kg m-3 

質量  m kg 

熱エネルギー  e J 

比内部エネルギー  E J kg-1 

比エンタルピ  H J kg-1 

質量分率  C - 

質量流束  𝑀 kg m-2 s-1 

動粘性係数  ν m2 s-1 

各相の相対浸透率  R - 

岩石の絶対浸透率  k m2 

有効熱伝導率  𝐾 W m-1 K-1 
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表 2.2 STARの支配方程式の定数 

定数  記号  単位  

重力加速度  𝑔 m s-2 

岩石の密度  ρR kg m-3 

岩石の比熱  cVR J kg-1 K-1  

水理学分散のスケール  L m 
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2.2 計算領域の設定および各変数の扱い  

	 STARでは計算領域の座標系として，直交座標系（1次元，2次元，3次元），

円筒座標系（1 次元，2 次元），球座標系（1 次元）を取り扱うことが可能であ

る．計算領域として，地形を模した凹凸を与えることが可能である．また，各

セルそれぞれに異なった物性値を与えることが可能であり，地下構造の不均質

性を取り扱うことができる．各計算セルに対しての境界条件として 1. 温度・圧

力一定，2. 断熱不透水，3. 温度一定不透水のいずれかを与えることが可能であ

る．このことを利用すると，たとえば火山島における計算において，海水準以

上の地表面には大気圧相当の温度圧力一定条件を，海水準以下の海底地形に相

当するグリッドには水深に対応した温度圧力条件を設定することができるなど，

複雑な問題設定を取り扱うことが可能である．また，各セルを質量・熱の供給

源もしくは排出源として取り扱うことができる．これにより，計算領域上部に

降水に相当する水の流入を与えたり，計算領域下部に深部から上昇する熱水供

給を与えたりすることができる． 

	 STARによって，系内の温度，間隙圧，各相各成分の体積分率および質量分率，

各相各成分の質量流束，熱流束を求めることができる．ただし，温度，間隙圧，

体積分率，質量分率は各計算セルの中央の値が計算され，質量流束，熱流束は

隣接する各セル間の値が計算される．図 2.1にその概念図を示した． 

	 STAR では純水以外に塩やガス成分を含んだ様々な流体を扱うことができる．

それらは状態方程式のパッケージとしてプログラムに内包されている．それぞ

れのパッケージによって，扱える流体の成分が異なり，扱える温度圧力範囲に

も差がある．本研究では，HOTH2Oと BRNGASと呼ばれるパッケージを使用し
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た．HOTH2O は水単成分の液相および気相を取り扱うことができる．取り扱え

る温度範囲は 0~800 ºCで，圧力範囲は 1×103~1×108 Paである．一方，BRNGAS

は水とガス，塩を扱うことが可能なパッケージである．ガスとしては CO2，CH4，

空気を取り扱うことが可能であり，本研究では空気を使用した．取り扱える温

度範囲は 0~350 ºCで，圧力範囲は 5×104~2×108 Paである． 
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図 2.1 STAR 内で計算されるパラメータの概念図．温度，圧力はセルの中心で，

質量流束，熱流束はセルの境界で計算される． 
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2.3 STARの動作検証  

	 本節では，先行研究と同条件で熱水流動数値計算を行い，計算結果を比較す

ることで，STARの動作検証を行う．比較する先行研究として，2成分（H2Oと

CO2）を扱い，STARとは異なる数値計算ソフト（TOUGH2, Pruess et al., 1999）

を使用した Todesco et al. (2010)を取り扱う．Todesco et al. (2010)は，Campi Flegrei 

(Italy)における熱水系の消長をモデル化する目的で，均質・不均質媒質，それぞ

れを用いた熱水流動数値計算を行った．ここでは，均質媒質における熱水流動

数値計算結果と比較を行う． 

	 2次元円筒座標系において動径方向に 10 km，深さ方向に 1.5 kmの計算領域を

設定する．計算領域上面は地形の凹凸はなく，平面とする．最小のセルは動径

方向の長さが 25 m，厚さが 5 mである．ただし，Todesco et al. (2010)における計

算領域の分割方法の詳細は不明である．そのため，本研究では軸付近で細かく，

動径方向に離れるほど粗くなるように設定した．また，鉛直方向では浅部で細

かく，深部で粗くなるように設定した．境界条件は，計算領域上面に温度圧力

一定（1.013×105 Pa, 20 ºC），それ以外の面には断熱不透水を与えた．計算領域

底面の r = 0~150 mの範囲から 350 ºCの H2O，CO2の混合流体を供給し，104 年

計算を行った．供給流体と岩石の物性値の設定を表 2.3にまとめた． 

	 図 2.2に Todesco et al. (2010)で示された計算結果（上）と本研究で行った計算

結果（下）を示す．等値線は温度を，カラースケールは空隙内の気相の体積分

率を示す．これらを比較すると，温度領域の広がり，気相の体積分率の分布と

もに，よく一致した計算結果が得られた．従って，STARの取り扱いおよび，STAR

による数値計算は適切に行えていると考えられる．ただし，極浅部における温
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度分布（特に 50 ºCの等温線），深部軸付近の気相の体積分率に違いが見られる．

これは，メッシュの分割方法や，明記されていない構成則，数値解法の違いに

よる差であると考えられる． 
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表 2.3 動作検証計算に用いた設定値 

パラメータ 値 

H2O供給率 1000 t d-1 

CO2 供給率 2400 t d-1 

岩石の密度 2000 kg m-3 

空隙率 0.20 

岩石の熱伝導率 2.80 W m-1 K-1 

岩石の比熱 1000 J kg-1 K-1 

水平浸透率 10-13 m2 

鉛直浸透率 10-13 m2 
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図 2.2 先行研究（Todesco et al., 2010; 上）と本計算結果（下）の比較． 

等値線は温度を，カラースケールは空隙内の気相の体積分率を示す．コンター

間隔は 50 ºC． 
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3. 十勝岳 2008~2016年の活動を想定した熱水系の数値モデル  

3.1 十勝岳における 2008~2016年の火山活動  

	 十勝岳は北海道の中央部に位置する活火山である（図 3.1）．歴史時代の主な

噴火として，1926，1962, 1988~89年の噴火があげられる（Katsui et al., 1990）．

1926年の噴火は，1926年 4月の小規模な水蒸気爆発から始まった（北海道防災

会議, 2014）．その後，同年 5月 24日に噴火の最盛期を迎えた．この噴火の最盛

期では大正泥流と呼ばれる泥流が発生し，Uesawa (2014)はこの泥流堆積物の粒

度分析・鉱物分析・岩石記載，ならびに古地磁気分析を行い，1926 年噴火の最

盛期の噴火推移および泥流発生機構の再検討を行った．それによれば，この大

正泥流堆積物は二つのラハールとサージ堆積物によって構成され，これらは比

較的高温で定置した．堆積物は熱水変質を受けた安山岩質の砂利，砂，そして

泥であった．このラハールは高い粘土含有率（2 mm以下の粒子中に粘土が 3~5 

wt.%）とその堆積構造の特徴から，熱水変質を受けた山体が崩壊することによ

って発生すると考えられる粘着性ラハールであると考えられた．しかし，サー

ジ堆積物が存在することから，この粘着性ラハールは単純な山体崩壊によって

引き起こされたものではなく，水蒸気爆発を伴った山体崩壊によって引き起こ

されたものであることを示唆した．これらのことから，Uesawa (2014)では，火

山体浅部に熱水系が発達し，それが 1926年噴火に関与したと指摘している．こ

の噴火の最盛期の後，1928 年まで断続的に小規模噴火が繰り返し発生した．こ

の噴火によって形成された崩壊地形は現在大正火口と呼ばれている．1962 年の

噴火は水蒸気爆発から始まり，翌日の噴火のメインステージでは噴煙高が

12,000m まで上昇する準プリニー式噴火を引き起こした（気象庁，2013）．この
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噴火活動を通して，62-0，62-1，62-2，62-3火口と呼ばれる新火口が形成された．

1962年噴火の総噴出量は 7.1×107 m3であった（勝井・他, 1963）．1988~89年の

噴火は 62-2火口からの小規模な水蒸気爆発で始まった．時折小規模な火砕流を

伴うマグマ水蒸気爆発が 1989年 3月まで繰り返し発生した．1988~89年の噴火

以降，2004 年に有色噴煙の噴出を伴うごく小規模な噴火を起こした（気象庁, 

2013）ものの，それ以降目立った噴火活動はない． 

	 十勝岳では現在，噴気活動は主に 62-2火口および大正火口に集中している．

本研究では特に 62-2火口とその直下における変化に着目する．札幌管区気象台

による定常的な観測によると，2000年以降 62-2火口の噴気高度および噴気温度

が低下している．これは，火口からの放熱率の低下を示唆する．一方，62-2 火

口直下の膨張を示唆する地盤変動が 2006年以降，北海道立総合研究機構地質研

究所（道総研地質研）および札幌管区気象台による GNSS 観測によって明らか

になっている．2008 年には，北海道大学，気象庁，道総研地質研が協力して，

地磁気全磁力の反復測量を開始し，62-2 火口の地下浅部における熱消磁を示唆

する磁場変化が検出された．それを受けて，2014 年には北海道大学がプロトン

磁力計を 62-2火口近傍の２箇所に設置し，全磁力の連続観測が開始された．以

下に本研究で参照データとする全磁力変化と火口における熱活動の推移につい

て詳細に述べる． 

 

3.1.1 全磁力変化 

	 全磁力の繰り返し観測が始まった 2008年以降，62-2火口直下における継続し

た蓄熱が示唆される．全磁力の繰り返し観測は北海道大学，気象庁地磁気観測



 26 

所，気象庁札幌管区気象台，道総研地質研の 4機関が協力し，2008年から年 1~2

回の頻度で行なわれている．著者もまたこの全磁力観測ならびに後述の連続観

測点の立ち上げに参加し，データ取得に貢献している．2008~2009年の全磁力変

化の結果を図 3.2に示す．南で全磁力が減少，北で増加の典型的な消磁傾向を示

している．変化は火口周辺数 100mの範囲のみに現れており，火口直下浅部にお

ける消磁を示唆している．橋本・他（2010） は一様に消磁した球でモデル化し，

消磁源を 62-2火口直下 200 m，消失磁気モーメントは 1.3×106 A m2と推定した．

図 3.2の白棒と等値線はモデルから計算される標高 1750 mにおける全磁力変化

である． 

	 この消磁を引き起こす原因について考察する．同時期に浅部における膨張が

観測されていることから，もし応力磁気効果が支配的であれば極性が反転した

全磁力変化が観測されるはずである．また，界面動電効果による全磁力変化も

考えにくい．その理由のひとつは，実際に観測されている磁場変化が一般的な

条件下で界面動電現象から理論的に期待される磁場の大きさを遥かに超えてい

ることによる．また，一方的な磁場変化が数年以上，継続しているという事実

を界面動電現象で説明するためには，その磁場を発生させる強力な電流系が長

時間維持され，かつ徐々に強まっていくことが必要であるが，そのような電流

を発生させ得る地下の熱水対流が徐々に発達しているという証拠もない．また，

化学反応による消磁であると仮定すると，長期間にわたって磁性鉱物が溶脱し

ていることが想定されるが，現時点でこれを裏付ける証拠はない．また，化学

反応による磁性鉱物の損失である場合，不可逆反応であると考えられ，今後観

測を継続していく中で，帯磁傾向が観測された場合，化学反応によって磁性鉱
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物が失われているとする仮定は棄却される．これらのことから，本研究ではこ

の消磁が熱磁気効果によるものであり，62-2 火口直下の蓄熱過程を示唆するも

のであると仮定して議論を進める．図 3.3に連続観測点 TKSMと TKNM （2014

年以前はそれぞれの近傍の繰り返し測量点）の単純差の時間変化を示す．この 2

点が 62-2火口直下の磁化強度変化を反映しているとき，グラフが右下がりであ

れば消磁傾向を，右上がりであれば帯磁傾向を意味する．2008 年以降，2 点間

の差は右下がりで，変化率がほぼ一定で経過しており， 62-2火口直下の蓄熱過

程は数年スケールで継続していると考えられる．2015 年にトレンドの反転が見

られるが，これはこの時期に既存の地熱異常域（振子沢噴気孔群）が拡大し，

TKSM 近傍にまで迫ってきたことに対応した，非常に局所的な変化の影響であ

る．その後，これまでと同じ傾向に戻っていることから，この間も他期間と同

様に火口直下浅部での蓄熱は進行していたと考えられる． 

 

3.1.2 火口における熱活動の推移 

	 1988~1989年の噴火以降，62-2火口は 1995年と 2000年の二度，噴火を伴わな

い表面熱活動の高まりを示した．2000 年以降，その熱活動は低下傾向にある．

図 3.4 に 2000 年以降の 62-2 火口縁上の噴気高さの日最大値の月平均（黒丸），

62-2火口の火口温度（赤丸）を示す．気象庁は 2014年までは図 3.1中のカメラ

1 の地点から，2014 年以降はカメラ 2 の地点から遠望カメラで常時観測を行っ

ており，その映像から噴気高度を数値データ化している．それによれば，噴気

高度は 2000年以降緩やかに減少し，その後も低調なまま推移している．2000年

代始め，噴気高度は火口縁上 200~300 mの高さであった．その後，2010年代に
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は火口縁上 50~100 m程度に減少した．噴気高度は風向や風速に影響を受けるた

め，噴気放熱率の変化を直接反映するとは限らないが，日最大値を抽出しその

月平均をとることで風による効果はほぼ除去されていると考えられ，この噴気

高度低下は実際の噴気放熱率の低下を示していると考えられる．62-2 火口の火

口温度は赤外熱映像装置を用いて札幌管区気象台と道総研地質研によって現地

観測されてきた．62-2火口の火口温度は 2000年代始め，500 ºC程度の高温であ

ったが，噴気高度と同様に 2000年以降，減少傾向が見られる．2004年から 2005

年にかけて火口温度の高まりが観察されたが，その後 100 ºC程度まで低下し，

それ以降は低調な状態が続いている．上記の噴気高度の低下と火口温度の低下

は，両方とも 2000年以降の火口からの放熱率の低下を示唆している． 

  



 29 

図 3.1	 十勝岳の位置（枠内）と周辺の地形．十勝岳山頂（A）と Bを結ぶ実線

は本研究の計算領域を示す．白丸は現在噴気活動が集中している火口を，白い

四角は温泉を示す．等高線の間隔は 100 m． 
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図 3.2	 2008~2009 年の全磁力変化の観測値と計算値の比較 （橋本・他，2010

に加筆）．白と黒の棒グラフはそれぞれ計算値と観測値を表す．星印は推定され

た消磁源の位置を示す．等値線は標高 1750 m における全磁力変化の計算値．

TKNMと TKSMは 2014年に北海道大学が設置した連続全磁力観測点． 
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図 3.3	 TKSMと TKNMの差分全磁力変化．2014年 9月以前のプロットは，近

接した繰り返し全磁力観測点のデータによる． 
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図 3.4	 62-2火口噴気高度と火口温度の時間変化．黒丸は噴気高度を，赤丸は火

口温度をそれぞれ示す（札幌管区気象台と道総研地質研による観測データ）． 
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3.2 概念モデル  

	 橋本・他（2010）では，62-2火口直下の蓄熱過程，膨張を示唆する地盤変動，

火口からの放熱率の低下に対し，次のような概念モデルを提案している．1) 消

磁源に供給される熱の大半は深部から上昇してきた水蒸気が放出する潜熱であ

る 2) 潜熱放出後の液相は火道内を流下して深部にリサイクルしている 3) 蓄

熱率と62-2火口からの噴気放熱率の低下量が見合う可能性があり，深部からの供

給量の増加は必ずしも必要ではない．しかしながら，この概念モデルでは実際

に気相から液相への相変化が起こるかどうかの検証はなされておらず，また，

62-2火口からの放熱率が低下したメカニズムも提案されていなかった．そこで，

本研究では62-2火口からの放熱率を低下させるメカニズムとして，火道内の一部

の浸透率の低下（火道閉塞）を導入する．火道閉塞の原因として過去の噴出物

の火口への再堆積や火道内における鉱物の析出といった物理的または化学的過

程が考えられる．先行研究によって，いくつかの火山で鉱物の析出による浸透

率の低下が水蒸気爆発の発生の重要なプロセスであると指摘されている（Raoul 

Island, New Zealand; Christenson et al., 2007, Ruapehu, New Zealand; Christenson et 

al. 2010）．よって本研究では，数値モデルに「火道閉塞」を導入し，以下のよ

うなシナリオを検証する．（1）1988~89年の噴火以降，深部から熱水が定常的

に供給されており，安定した火道を通って，62-2火口から放出される．（2）2000

年以降，何らかのきっかけで火道閉塞が起こり，62-2火口からの放熱率が低下す

る．（3）火道閉塞により上昇を妨げられた気相が液相に変化し，潜熱を放出す

ることで，火道閉塞発生深度付近の温度が上昇する． 
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	 本章における数値計算で注目する点は，（1）火道閉塞による火道の浸透率低

下が火口下での熱消磁と地表での全磁力変化，および火口からの放熱率低下（噴

気放熱率および火口温度の低下）を引き起こすことが可能か，（2）火道閉塞が

他の観測で検知可能な何らかの変化を引き起こすか，（3）消磁源の実態は，気

液の相変化に伴う潜熱放出による蓄熱かどうか，の3つである． 
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3.3 数値計算  

	 計算は水単成分の0~800 ºCを取り扱うことのできる状態方程式HOTH2Oを用

いて行った．図3.1中に示す十勝岳山頂と62-2火口を通過する断面（A-B断面）を

近似した2次元の計算領域を用いた．2次元の計算領域では，Y軸方向の流体およ

び熱の流れを考慮できないが，火口浅部の熱水系の変化を観察するという本研

究の目的は達成できると考えられる．それは十勝岳の主な傾斜方向が北西－南

東であり，熱水流動がその地形勾配の影響を大きく受けると考えられるからで

ある．計算領域は矩形セルで分割され，X軸はA-B断面に沿った南東方向に，Y

軸はX軸に直交する北東方向に，Z軸は鉛直上向きに設定した．X方向に29，Z方

向に73のセルを設定し，Y方向には1とすることで2次元とした（図3.5）．実ス

ケールでは，X方向に5000 m，Z方向に2075 m，Y方向に250 mの計算領域である．

境界条件として上流側の側面（x = 5000 m）と下端（z = 0 m），Y軸の両側面（y 

= 0, 250 m）には断熱不透水を，地表面を近似した上端と下流側の側面（x = 0 m）

には温度圧力一定を与えた．上端の温度は15 ºC，圧力はこのあと述べるように

大気圧と0.01気圧の2通りを与えている．次に説明するすべての計算ステップに

おいて，地表面に相当する各セルから年間降水量相当の水（2.8×10-5 kg m-2 s-1， 15 

ºC）を流入させた．また，最下部のセルから地殻熱流量相当の熱量（6.9×10-2 W 

m-2）を与えた． 

	 計算は4つのステップで行った．初めに，地表面に大気圧（1.013×105 Pa）の境

界条件を与え，山体内の浸透率は一様として105年間計算し準定常状態を実現し

た．その後，地表面の境界条件圧力を1.013×103 Paとしてさらに105年間計算を行

い，次の準定常状態を表現した．これは，HOTH2Oが水単成分しか扱えず，空
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気を導入できないために，気相として水を蒸気化させることで不飽和領域を山

体浅部に表現するための手順である．この後のステップでは地表面の圧力は

1.013×103 Paとして計算を行う．次に，火道を模した，火口直下の最深部から地

表面まで伸びる高浸透率のパイプ（噴気火道を想定）と火口浅部を囲う低浸透

率の構造（熱水変質によるキャップロックを想定）を導入した．その上で，火

道最深部（x = 3875~3900 m）から熱水（2.7×106 J kg-1, 静水圧で350 ºC相当）を

一定の率（2.4×10-4 kg m-3 s-1）で供給し，103年間計算を行った．このとき，熱水

供給率は火口からの放熱率がおよそ100 MWとなるように調整した．この噴気放

熱率は気象庁が遠望カメラで常時監視している十勝岳の噴気画像のうち，2004

年のタイムラプス画像にplume rise法（鍵山，1978）を適用し著者が推定した．

この後示す結果の計算開始時間（t = 0）および準定常状態はこの状態を示す．そ

の後，深部からの熱水供給率を変えることなく，火道の一部の浸透率を低下さ

せ，10年間計算を行い，火口温度・火口からの噴気放熱率，全磁力変化を観察

した． 

	 浸透率・構造の組み合わせとして4つのケースについて計算を行い，比較した．

全てのケースにおいて火口直下に深部から地表まで伸びる火道（k = 5.0×10-10 m2） 

を配置した．また火道内の浅部の1つのセルを，浸透率を変化させる

Permeability-Changeable-Block (PCB)とし，火道閉塞はこのPCBの浸透率を低下さ

せることで表現した．母岩の浸透率には，不飽和領域がモデル標高およそ900 m

より上部に発達する場合（ケースA，B; k = 5.0×10-14 m2）と不飽和領域が発達し

ない場合（ケースC，D; k = 5.0×10-16 m2）の2つの場合を設定した．計算領域内

を一様な浸透率（k = 5.0×10-14 m2），一様な空隙率（φ = 0.1）と設定した場合の
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空隙内の気相の体積分率を図3.6に示した．山体浅部に不飽和領域が表現されて

いることがわかる．本来，岩石の浸透率は掘削コアのサンプル測定や地下水位

の測定などのデータを参照して決定するべきであるが，十勝岳ではそのような

データが得られていない．ここでは，他の火山の測定結果10-18~10-10 m2を参考に

設定した（Saar and Manga, 1999; Sruoga et al., 2004）．Case Aにはキャップロッ

ク構造を配置した．その形状は，MT観測をもとに十勝岳の比抵抗構造を推定し

た山谷・他（2010）で得られた62-2火口直下の火道状の低比抵抗領域（~0.5 

Ω, 150~700 m深）を囲うように設定した．Case Bでは，比較のためにキャップロ

ックなしとした．Case Cでは，熱水系の発達によって変質した領域を想定し，高

浸透率の領域（Region 2; k = 5.0×10-13 m2）を火道周辺に配置した．比較のために

Case Dでは，そのような高浸透領域なしの設定とした．表3.1にそれぞれの構造

における水平浸透率をまとめた．鉛直浸透率については，母岩およびRegion2で

水平浸透率の0.1倍，それ以外の領域では等倍とした．本研究では浸透率の効果

に着目するために全てのケースにおいて空隙率は0.1で一様とした．Takahashi et 

al. (2015) では，十勝岳の山腹で湧出する温泉の流量および化学成分比観測から，

十勝岳の地下構造として複数枚の溶岩流とそれぞれの溶岩流の間に発達した複

数の帯水層の存在を指摘しており，複雑な地下構造であることが想定される．

一方，本章の計算モデルでは，母岩の浸透率や空隙率は一様に設定しており，

十勝岳の地下構造として現実的でないかもしれない．しかし，本章では，簡単

な系において火口およびその直下の熱水系の変化を観察するために，単純化し

た地下構造モデルを設定した． 



 38 

	 火口温度および火口からの噴気放熱率として，模擬火道最上部のセルの温度

と地表面への気相による熱流束を観察した．地磁気全磁力は，熱水流動の数値

計算により得られた火道閉塞後の温度分布を用いて計算した．まず，十勝岳の

岩石（火砕流堆積物）について行われた段階熱消磁実験のデータ（曽我, 1997）

を参照し，筆者が数式の形に近似した温度磁化特性（3.1式）を用いて，各セル

について温度 [ºC]から磁化強度[A m-1]を計算する．  

 

J T( ) = J0 1−
T
1500

⎡

⎣⎢
⎤

⎦⎥
 (3.1) 

 

ここで，J0は温度0 ºCにおける岩石磁化強度であり，本研究では10 A m-1を仮定

した．その後，一様に磁化した直方体が作る磁場の計算式（Bhattacharyya,1964）

を用いてそれぞれのセルからの観測点(x,y,z)への影響を計算し，それらを重ね合

わせることで，地表面における全磁力F(x,y,z)を計算した． 
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表 3.1	 各領域の水平浸透率 [m2]. 

Case Region 1 

(Host rock) 

Region 2 Conduit Cap-rock 

A 5.0×10-14 5.0×10-14 5.0×10-10 5.0×10-17 

B 5.0×10-14 5.0×10-14 5.0×10-10 - 

C 5.0×10-16 5.0×10-13 5.0×10-10 - 

D 5.0×10-16 5.0×10-16 5.0×10-10 - 
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図3.5	 計算領域の設定．赤いパイプは火道を模した高浸透領域．火口下のキャ

ップロック構造はCase Aにのみ設定．火道閉塞はPCBの浸透率を低下させること

で表現． 
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図3.6	 間隙内の液相の体積分率の分布．浸透率kは一様とし，Case A, Case Bと

同じ 5.0×10-14 m2を用いた．標高の高い領域では不飽和領域が発達し，地下水面

がモデル標高900 mに現れている． 
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3.4 数値計算の結果  

	 まず初めに，A~D の各ケースについて，火道閉塞を導入する直前の準定常状

態（t = 0）を示す．気相・液相の質量流束ベクトルを温度分布に重ねたものを図

3.7 に，空隙内の液相体積分率の分布を図 3.8 に示す．すべてのケースで火道内

を気相が上昇し，噴気として火口から放出されている．Case A，Case Bのよう

に母岩の浸透率が比較的高い場合，高温領域（100~300 ºC）が山体全体に広がり，

山麓部に熱水の湧出が認められる．地下水位より低標高の領域では，液相水の

対流により高温領域が広がり，火口直下では気相卓越領域が発達する．一方，

Case C，Case Dのように母岩の浸透率が比較的低い場合，高温領域は山体全体

に広がらず，山麓部の熱水湧出も認められない．Case Aと Case Bを比較すると，

Case Aではキャップロック構造により浅部における流体の拡散が抑制され，浅

部では高温領域が制限されていることがわかる．  

	 次に， PCBの浸透率を 5×10-10から 5×10-14 m2へと 4桁低下させた（火道閉塞）

一年後の温度と液相，気相それぞれの質量流朿の分布を図 3.9 に示す．Case A

と Case Cの場合では火道内での気相の上昇とその周辺での顕著な液相の流下が

観察される．火道とその周辺における液相の流下質量は，低浸透率の PCBによ

って上昇を妨げられた気相質量とほぼ同程度である．一方，Case Bと Case Dで

は，火道とその周辺における液相の流下質量は低浸透率の PCBによって上昇を

妨げられた気相質量のおよそ 10%である．ここで，PCB によって上昇を妨げら

れた気相質量は，PCB の上下の気相流量の差をとることで推定した．また，流

下する液相流量は， Case Aにおけるキャップロック内に相当する領域のうち，

PCB 直下の高さのセルの質量流量を積算して算出した．火道閉塞直前の準定常



 43 

状態から浸透率低下後 1年での温度変化の分布を図 3.10に示す．全ての場合で

PCB以深の火道周辺領域での温度上昇が認められる．Case A，Case Bでは山麓

の熱水湧出に対応する温度変化が認められる．一方で，Case C，Case Dでは，

顕著な温度変化は火口直下のみに現れている．また，低浸透率のキャップロッ

クは PCB以深の温度上昇領域を制限することが Case Aと Case Bの比較から明

らかである． 

	 さらに，計算された地下の温度変化に基づいて，3.3節に示した手順でモデル

標高 1750 m（概ね 62-2火口の標高に対応）における全磁力変化を求めた．その

空間分布を示したのが図 3.11である．図 3.11のすべてのパネルにおいてグレー

の線で描かれた四角は，熱水流動計算で設定した 2次元グリッドを表している．

また 2つの赤丸は 2014年に設置された全磁力連続点の位置を示す．全てのケー

スにおいて南側で全磁力の減少，北側で増加という，実際の観測結果と調和し

たパターンが得られたが，1年間での変化量は実際の観測量よりも 4~5倍程度大

きい．ただし，変化量は温度磁化特性の近似式，岩石の比熱に依存する．ここ

ではそれらを仮定して計算しているため，変化量を厳密に合わせることに大き

な意味はない． 

	 2 箇所の連続観測点における全磁力の単純差（TKSM-TKNM;以後は単に「差

分全磁力変化」呼ぶ）と火口温度，火口からの噴気放熱率の時間変化を図 3.12

に示す．準定常状態の火口の温度（110~130 ºC 程度）は実際の観測値（400 ºC

程度）に比べて低いが，これは，準定常状態における火口からの噴気放熱率が

100 MW（火口の面積を 1セル分 6.3×103 m2 （25×250 m2）として算出）になる

ように，模擬火道底部からの熱水供給率を調整していることによる．噴気放熱
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率の大半は水蒸気によって運ばれていると推測されるが，火口温度の絶対値は

水蒸気以外の火山ガス成分によって大きく変化する．そこで，水単成分しか取

り扱うことのできない本研究では，火口温度については絶対値ではなく主に時

間変化に着目することとした． 

	 Case Aではその変化率は時間とともにやや減衰するものの継続した消磁傾向

が現れている．また，火口温度は初めの 2 年ほどで低下し，その後低調なまま

推移している．火口からの噴気放熱率は，最初の数ヶ月で減少したのち，徐々

に回復する傾向が見られるが，準定常状態より低い放熱率で保たれる．Case B

では，火口温度および噴気放熱率は Case A と同様の傾向が見て取れる．一方，

差分全磁力変化には Case Aでは見られなかった帯磁と消磁を小振幅で繰り返す

挙動が現れる．これはキャップロックがないことによって生じる山体浅部への

熱水の拡散が影響しているのではないかと考えられる．Case C，Case Dでは，

噴気放熱率には Case A，Case Bで見られたような初期の数ヶ月間での急速な減

少が見られる．しかし，その後の振る舞いが Case A，Case Bと異なり，準定常

状態とほぼ同程度まで回復する．また，火口温度も初期の 1 年のうちに急速に

低下し，その後準定常状態と同程度もしくはそれよりも高い状態まで回復する．

このような噴気放熱率と火口温度の振る舞いは観測事実と調和的でない．一方，

観測結果と調和的な継続した消磁傾向は Case C，Case Dにおいても観察された．

しかし，Case Cの方が Case Dよりも継続時間が短かった．これは Case Cの火道

周辺に設置した高浸透領域（Region 2）の効果であると考えられる．Region 2の

浸透率が高いために熱水の拡散が速かったのであろう．以上のことから，ここ

で検討したケースの中では，高浸透率の母岩と低浸透率のキャップロックを有
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するCase Aの設定が十勝岳 62-2火口直下の浅部熱水系の振る舞いを考察するた

めの模擬構造として最も適していると言える． 

	 以上の検討をふまえた上で，火道閉塞の度合い，つまり，PCB の浸透率低下

量の違いによる熱水系の振る舞いの違いについて検討するために，さらにいく

つかの計算を行った． Case Aの構造を用いて，PCBの浸透率低下量を様々に変

えた場合の差分全磁力変化と火口温度，噴気放熱率の時間変化を図 3.13に示す．

PCBの浸透率低下量が大きければ大きいほど，差分全磁力変化量は大きくなる．

しかし，浸透率低下量が 4 桁よりも大きくなると，挙動に顕著な違いは見られ

なくなる．火口温度と噴気放熱率は，浸透率低下量が 4 桁以下の場合，殆ど変

化しないか 1~2 年間で低下したのち，準定常状態と同程度まで回復する．浸透

率低下量がより大きい場合には，このような回復傾向は認められなくなり，低

下したまま推移する． 

	 浸透率低下量の違いによる火道閉塞後の熱水系の振る舞いは以下のように理

解することができる．火道閉塞によって，PCB より上方へのガスの輸送量が一

時的に低下する．これにより，PCB 直下の領域では，温度，間隙圧ともに増大

する．この時，閉塞後の火道浸透率が母岩の浸透率よりも大きい場合，増大し

た間隙圧により火道内の上昇流が促進され，噴気量及び火口温度が増加に転じ

る．一方，閉塞後の火道浸透率が母岩の浸透率よりも小さい場合，増大した間

隙圧は火道周辺の母岩への流動を促進する．これにより，噴気量及び火口温度

は低下したまま低調に推移し，PCB 直下の温度上昇が進行する．これらの結果

から，十勝岳で 2008~2016 年に観測されたような，火口浅部で継続的な消磁が

進行しながら，火口温度および噴気放熱率は低下し，低調なまま推移するとい



 46 

うような特徴を引き起こすメカニズムの一つとして，噴気火道の一部で浸透率

が短期間のうちに数桁オーダーで低下することが考えられる． 
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図 3.7	 準定常状態における温度，気相・液相の質量流束．白色・黄色の矢印は

液相と気相の質量流束をそれぞれ示す．液相の質量流束を表す矢印は気相のそ

れに対して 10 倍に誇張されている． 
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図 3.8	 準定常状態における空隙内の液相の体積分率の分布． 
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図 3.9	 火道閉塞から 1年後の温度，液相・気相の質量流束の分布． 
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図 3.10	 火道閉塞後 1年間の温度変化の分布． 
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図 3.11	 モデル標高 1750 mにおける火道閉塞 1年間での全磁力変化．熱水流動

数値計算による温度変化と温度磁化特性の近似式に基づき，直方体モデルの重

ね合わせによって求めた．コンター間隔は 2 nT．赤丸は連続観測点の位置を，

四角は熱水流動数値計算のグリッドを示す． 
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図 3.12	 数値計算の Case A~Dにおける火道閉塞後 10年間の時間変化．上のパ

ネルは連続観測点の差分全磁力変化を，中央のパネルは火口温度の時間変化を，

下のパネルは火口からの噴気放熱率の時間変化を示す． 
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図 3.13	 火道閉塞の度合いを様々に変えた場合の，閉塞後の時間応答の違い．

構造および浸透率は Case Aに同じ．上のパネルは差分全磁力変化を，中央のパ

ネルは火口温度の時間変化を，下のパネルは火口からの噴気放熱率の時間変化

を示す．凡例の数値は火道閉塞後の PCB の浸透率を示す．例えば，5×10-11 m2

と記されたグラフは，PCBの浸透率を 5×10-10 m2から 5×10-11 m2へと一桁減少さ

せたことを示す． 
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3.5 考察 

3.5.1 深部からの熱水供給率の単純な増減 

	 ここまでの検討では，十勝岳で実際に観測されたような火口直下浅部の継続

的な消磁・火口温度および噴気放熱率の低下といった変動の特徴は，火道閉塞

によって引き起こされうることを示してきた．しかし一般的に，火山活動の消

長が観測された場合，そのメカニズムとして，深部からの熱水もしくは高温の

火山ガスの供給率の変化も疑われる．従って，各種観測量に見られるこうした

変化傾向の組み合わせが，深部からの熱水供給率の変化でも説明できるかどう

かについては検討の余地がある．そこで，Case Aの構造を用い，t = 0において

深部からの供給率を 1 桁増加させた場合と 1 桁減少させた場合についても数値

計算を実行し，差分全磁力変化と火口温度，噴気放熱率の時間変化を図 3.14 に

示した．熱水供給率を 2.4×10-4から 2.4×10-3 kg m-3 s-1に増加させた場合，消磁傾

向とともに火口温度・噴気放熱率の上昇が観察される．一方，深部からの熱水

の供給を 2.4×10-4から 2.4×10-5 kg m-3 s-1に減少させた場合，帯磁傾向とともに火

口温度・噴気放熱率の減少が観察される．これらのどちらの変化も十勝岳で

2008~2016年に観測された特徴と調和的でない．すなわち，火口直下浅部の継続

的な消磁が火口温度および噴気放熱率の低下を伴うという変化パターンは，深

部からの熱水供給率の単純な増減のみでは説明できない． 
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図 3.14	 熱水の供給率を増加/減少させた場合の時間変化．上のパネルは連続観

測点の全磁力単純差を，中央のパネルは火口温度の時間変化を，下のパネルは

火口からの噴気放熱率の時間変化を示す． 
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3.5.2 その他の観測項目への応答 

3.5.2.1 火口浅部の間隙圧変化と地盤変動 

	 本研究で用いた熱水流動の数値計算では，各セルの間隙圧も算出することが

できる． PCBの浸透率を低下させてから 1年間の，間隙圧の変化を図 3.15に示

す．全ての場合において PCB直上の局所的な 0.1 MPa程度の減圧と PCB直下の

増圧が確認される．Case Aではキャップロック構造の内側に対応する縦長の領

域で 0.1~1 MPa程度の増圧が認められる． Case Bで見られる PCB直下の増圧

は，キャップロック構造がないため Case Aよりも変化量が小さいが広範囲に広

がっている．Case A，Case Bでは地下水位以深で 0.01~0.1 MPa程度の増圧も共

通して観察されるが，Case Aでのみ山麓側での減圧が認められる．Case C，Case 

Dでは山体全体が Case A，Case Bよりも一桁程度大きい増圧を示している．た

だし，この増圧量は静岩圧と同程度に達していることから，過大評価の可能性

がある．これは，計算領域が 2 次元であり，Y 方向への流動が考慮されていな

いためである．この問題については，この後述べる単純な 3 次元モデルの計算

との比較を通じて確認する．本研究では，間隙圧の増加・減少が地表面でどの

ような地盤変動をもたらすかについては計算していない．熱水流動の計算結果

から地盤変動まで求めている先行研究として，Todesco et al. (2010)や Fournier and 

Chardot (2012)などがある．しかし，これらで提案されている算出方法では，特

に地表面付近に圧力源がある場合において，地盤変動に強く影響すると考えら

れる構造の不均質性や地形の効果が取り入れられていない．また現在，本計算

結果を用いて地形の影響や構造の不均質性を取り入れた地盤変動を計算できる

ポストプロセッサーはない．そのため，本研究では熱水流動の数値計算結果か
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ら地盤変動を具体的に求めることまでは行わず，間隙圧の増減がそれぞれ，地

盤変動の膨張と収縮を引き起こし，地盤変動量は間隙圧変化量と正の相関をも

つと仮定して，議論を行う．上述のように，火道閉塞が起こった場合には，火

道閉塞部直上の間隙圧は局所的にやや低下し，それと同時に火道閉塞部直下で

は増圧が引き起こされる．火道閉塞部直下に生じる増圧の空間的範囲は，母岩

の浸透率や構造の有無によって違いはあるが，その振幅は減圧部の振幅よりも

大きい．従って，火道閉塞によって火口直下浅部の膨張を示唆する地盤変動が

観測される可能性がある．十勝岳では，62-2 火口周辺の継続した浅部膨張を示

唆する継続的かつ局所的な地盤変動が 2006 年以降観測されており（気象庁，

2016），この結果と調和的であると言える． 

 

3.5.2.2 気液比の変化と重力観測 

	 各セルの空隙内の気液比もまた，本研究で用いた熱水流動数値計算で計算す

ることができる．火道閉塞後，1年間での空隙内の液相の体積分率の変化を図

3.16に示す．全ての場合において，PCB以深で液相の体積分率が増加している．

Case Cの場合のみ，その他の場合と異なり，PCB直下における変化は小さく，

Region 2の深部において変化が顕著である．図 3.17に Case Cにおけるその後の

1年間での変化（火道閉塞から 1年後と 2年後の間の変化）を示す．PCB直下の

Region 2内の浅部で液相の増加が顕著である．液相の増加が発生するまでの時間

の違いはあるものの，火道閉塞によって PCB以深で液相の体積分率が増加する．

Case Aの x = 3600 m，z = 1450 mの位置（図 3.17中の丸印）における，液相の

体積分率の時系列を図 3.18に，比内部エネルギーと圧力，温度の関係の火道閉
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塞後 1年間の時系列を図 3.19に示す．液相の体積分率は初めの半年間で増加し，

その後，ほとんど変化しない．図 3.19は横軸が比内部エネルギー，縦軸が圧力，

等値線が温度を示す．陰影が付いた部分は気液が共存する領域であり，その温

度は圧力のみに依存し，比内部エネルギーによらない．この相図を元に，図 3.16

中の丸印の位置における圧力，温度，内部エネルギー，気液比がどのように変

化したのかを考察する．準定常状態では気相単相であったが，火道閉塞により

間隙圧が増加した．このとき，内部エネルギーは液相を気化させることができ

るほど大きく増加しなかった．そのため，気相単相から気液 2相状態となり，

液相の体積分率が増加したと考えられる．つまり，火道閉塞によって気液比が

どのように変化するかは，間隙圧増加量と内部エネルギー増加量のバランスに

よって決定される．Case Cのみ，PCB直下で液相の増加が発生するまでの時間

が長かった原因として，Region 2の浸透率の違いが考えられる．Region 2の浸透

率が大きく，火道周辺部での液相の流下が顕著であったため，Region 2の深部か

ら間隙圧の増加が発生した．その結果，Region 2の深部から相変化する状態にな

り，PCB直下の領域での液相の体積分率の増加に時間遅れが発生した． 

	 気液比の変化は重力観測に影響を与えることが予想される．本研究で検討し

た 4つの場合においては，火道閉塞によって液相の体積分率は増加した．ポス

トプロセッサーを用いた液相の体積分率の増加による重力変化の具体的な計算

は今後の課題とし，本研究では取り扱わないが，直観的には，液相の体積分率

の増加は，密度の増加に伴う重力値の増加を引き起こす．十勝岳では，2010年

以降，62-2火口近傍において，地盤隆起だけでは説明できない重力の減少が観

測されている（岡崎・他，2015）．この重力の減少が地下の流体の相変化による
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ものであるならば，本研究の計算結果と調和的ではない．しかし，気液比の変

化は圧力変化量とエネルギー変化量に依存するため，火道閉塞によって液相の

体積分率が減少する場合が存在する可能性もある．今後，その条件を探索する

とともに，重力の減少を引き起こす別の可能性（例えば，熱水変質による岩石

密度の低下など）を検討することによって，2008~2016年に十勝岳で進行した熱

水系の消長のメカニズムについてより詳細な検討が可能となるだろう． 
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図 3.15	 火道閉塞後 1年間の間隙圧変化の分布． 
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図

3.16 火道閉塞後 1年間の空隙内の液相体積分率の変化の分布．Case Aのパネル

中に示す丸印は図 3.18で時系列を示す位置． 
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図 3.17 Case Cにおける火道閉塞 1年後から 2年後にかけての 1年間での空隙内

の液相体積分率の変化の分布 
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図 3.18	 Case Aの Cap rock内（図 3.16中の丸印）における空隙内の液相体積分

率の時系列 
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図 3.19 Case Aの Cap rock内（図 3.16中の丸印）における比内部エネルギーと圧

力の関係の火道閉塞から 1年間の時系列（1ヶ月毎にプロット，（石戸，2002に

加筆）． 

  



 65 

3.5.3 火道閉塞のメカニズム 

	 本節では，継続的な消磁，火口温度および噴気放熱率の低下を生じさせる可

能性のある火道閉塞自体が発生する過程について議論する．火道閉塞は物理

的・化学的，もしくはその両方の過程で引き起こされる可能性がある．物理的

過程としては，広域または局所的な応力による火道の狭窄や噴出物の再堆積，

火道壁の崩壊による表層付近の閉塞が考えられる．しかし，十勝岳では火口浅

部の膨張を示唆する地盤変動が観測されており，応力による火道の狭窄は考え

にくい．また，火口壁の崩落が発生すれば目視観測や震動記録によって検知さ

れる可能性が高い．一方，化学的過程としては，硫黄の粘性の効果，シリカス

ケールの析出や粘土鉱物による目詰まりが考えられる．Hurst et al. (1991) はNew 

Zealand, Ruapehu火山における火口湖の温度観測や湖水の化学組成分析から，数

カ月程度の周期的な振る舞いを見出した．彼らは，この周期的な活動が，湖底

に堆積した硫黄の粘性が強い温度依存性を有することに起因すると指摘した．

十勝岳では，1926 年の大正噴火の前には，中央火口丘の南に湯沼と呼ばれる溶

融硫黄の池が存在し，1960 年代まで，現在の大正火口付近には硫黄の採掘場が

あった．これらのことから十勝岳では地表および地下浅部に硫黄が存在するこ

とは確かであり，硫黄の粘性変化による火道内浸透率の低下は検討に値する．

しかし，十勝岳のように定常的な火口湖が存在しない場合や，実際の噴気火道

内の温度条件において，硫黄の粘性変化によって浸透率の変化が起こりうるか

どうかについては今後の課題とし，本研究では取り扱わない． 

	 シリカスケールは地熱発電で熱水を利用するときに，熱水の温度低下に伴い，

パイプ内にこれが付着し問題となるものである．Fournier and Rowe (1977) はシ
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リカ溶解度の温度依存性を 0~250ºC の範囲で示した．これによるとシリカは温

度低下に伴って溶解度が下がりシリカスケールの析出が引き起こされる．十勝

岳においても，まず何らかの原因で火道内の温度が低下し，シリカスケールが

析出，浸透率が低下することで正のフィードバックがかかり，さらにシリカス

ケールが析出する可能性がある．しかし，酸性環境ではシリカスケールの析出

が阻害されるとする研究もある（Gallup and Barcelon, 2005）．十勝岳周辺の温泉

を調査した Takahashi et al. (2015) によれば，温泉の pHは 2~4程度であり，十勝

岳の熱水系は強酸性環境であることが想定される．そのため十勝岳ではシリカ

スケールが最近の熱水系の消長を引き起こすほど効率的に火道の浸透率を低下

させないかもしれない．この問題に正面から取り組むためには熱水変質に伴う

粘土鉱物や硫化鉱物の生成による浸透率低下の可能性も含め，岩石-水反応を取

り入れた熱水流動シミュレーションを行う必要があるが，本研究ではそうした

モデリングは行っていない．岩石-水反応を考慮した熱水流動数値計算の数少な

い例として，Christenson et al. (2010)が挙げられる．彼らは，Ruapehu火山の 2007

年の噴火に至る過程を二酸化炭素放出率と火口湖の温度データ，熱水流動数値

計算を用いて検討した．彼らは，火口湖直下の岩石を模した，液相に満たされ

た領域に火山ガスを流入させた場合に火道内で起こる鉱物の析出を，岩石-水反

応を扱うことのできる鉛直 1 次元の数値計算によって観察した．その結果，石

英や硫黄，その他の粘土鉱物が 10日程度の短いタイムスケールで析出した．彼

らは，鉱物の析出による浸透率の低下も計算し，主に硫黄によって，火山ガス

の流入口のごく近傍で浸透率が 10-12から 10-17 m2程度まで低下することを示し

た． 62-2火口からのSO2放出率は 210 t d-1 （2007年 7月 7日, Mori et al., 2006） ，
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140 t d-1（2006年，Mori et al., 2013）程度であり，火山ガス中に十分な量の硫黄

成分が存在することが想定される．十勝岳 62-2火口には定常的な火口湖は存在

しないため，同様のメカニズムを考えることは難しいが，火道内に流入した天

水と火山ガスとの反応によって，硫黄の析出が引き起こされる可能性がある．

今後，岩石-水反応を取り扱うことのできる数値シミュレータを用いた検討を行

えば，火道閉塞の過程そのものを自己発展的に取り込んだ形で噴気火道を含む

浅部熱水系の振る舞いを考察することが可能となり，モデルの恣意性を低減で

きるであろう． 
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3.5.4	 2次元計算と3次元計算の比較 

	 本研究では，十勝岳が北東－南西に伸びる十勝岳火山群を構成する火山の一

つであり，地形の傾斜がほぼそれに直交する方向であることから，計算コスト

節約のために，計算領域として北西－南東断面の 2 次元を採用した．この設定

では，Y 軸方向への熱・物質の流れがないため，計算領域内に熱と圧力が閉じ

込められてしまうという点で，定量性の面で問題がある可能性があった．その

ため Y軸方向にも単純な構造を延長した 3次元計算を行い，擬似 2次元計算と

の比較によって Y軸方向の流れの有無の影響がどの程度かを確認した． 

 ここでは，3次元の計算領域として，2次元モデルを Y軸方向にある程度延長

させた計算領域を用いる．計算セル数は X軸方向に 30（5025 m）, Y軸方向に

29（4775 m），Z軸方向に 73（2075m）とした（図 3.20）．Y軸方向の両端（y= 0, 

4775 m）の境界は断熱不透水条件とした．また，火道深部（x = 3900~3925 m, y = 

2375~2400 m, z = 0 m）からの高温流体（2.7×106 J kg-1, 静水圧で 350 ºC相当）の

供給率（5.4×10-3 kg m-3 s-1）は，火道閉塞前の火口からの放熱率がおよそ 100 MW

になるように調節した．その他の境界条件および計算手順は 2 次元モデルと同

様に設定した．浸透率の構造として Case A（浸透性の母岩とキャップロックあ

り）と Case B（浸透性の母岩とキャップロックなし）を用いた． 

	 火道閉塞後 1年間の温度変化の分布について X-Z断面と Y-Z断面をそれぞれ

図 3.21と図 3.22に示す． Case Aでは，2次元モデルと同様にキャップロック

が熱水の拡散を妨げ，キャップロック内に高温化領域が存在する．温度変化も 2

次元モデルと同程度であった．一方，Case Bでは 2次元モデルと異なった温度

変化の分布を示した．2次元モデルでは火口直下とその周辺に高温領域が広がっ
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たが，3次元モデルでは，高温化領域は火道内と火口直下極浅部に限定された同

心円状の広がりのみとなった．この温度変化から計算されたモデル標高 1750 m

における全磁力変化を図 3.23に示す．温度変化の分布は 2次元モデルと 3次元

モデルで異なるにもかかわらず，全磁力変化はやや変化量は小さいものの観測

結果と同様の変化パターンを示すことが確認された．連続観測点間の差分全磁

力変化と火口温度，火口からの放熱率の火道閉塞後 10年間の時間変化を図 3.24

に示す．2次元モデルの Case Bで見られた全磁力の振動が 3次元モデルでは見

られないが，その他の時系列は 2 次元モデルと同じ特徴を示した．このことか

ら，2次元モデルによる近似計算でも系の振る舞いの本質は保たれているものと

考えられる． 

	 準定常状態と火道閉塞後 1年間の圧力変化の分布について X-Z断面と Y-Z断

面をそれぞれ図 3.25と図 3.26に示す．Case A，Case Bともに，地下水位以深の

圧力増加量が 2 次元モデルと比較しておよそ 1 桁小さくなっている．これは Y

方向への熱水の流動を考慮した効果だと考えられる．また，2 次元モデルでは

Case A，Case B の圧力変化は類似した分布を示していたが，3 次元モデルでは

Case Bの圧力変化が小さくなり，異なる分布を示した．これらの結果は，地盤

変動の空間的広がりや変動量は火山の浅部構造や熱水系の消長メカニズムの理

解をより深めるヒントとなる可能性があることを示している．  
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図 3.20	 本章で検討した 3 次元計算領域の設定．赤いパイプ状の領域は高浸透

性の火道に対応するセル．拡大図の濃い灰色部分で示された火口下のキャップ

ロックは Case Aにのみ配置した．火道閉塞は PCBの浸透率を低下させることで

表現した．  
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図 3.21	 火道閉塞後 1年間の温度変化の分布（y = 2387.5 mにおけるX-Z断面）． 
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図 3.22	 火道閉塞後 1年間の温度変化の分布（x = 3912.5 mにおけるY-Z断面）．  
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図 3.23	 3次元モデルにおける火道閉塞後 1年間の全磁力変化．コンター間隔は

2 nT．赤丸は全磁力連続観測点． 
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図 3.24	 3次元モデルにおける火道閉塞後 10年間の時間変化．上のパネルは差

分全磁力変化を，中央のパネルは火口温度を，下のパネルは火口からの噴気放

熱率を示す． 
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図 3.25	 火道閉塞後 1年間の間隙圧変化の分布（y = 2387.5 mにおけるX-Z断面）． 
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図 3.26	 火道閉塞後 1年間の間隙圧変化の分布（x = 3912.5 mにおけるY-Z断面）． 
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3.6 第 3章の結論  

	 十勝岳において，2008~2016年に火口浅部の蓄熱を示唆する継続的な消磁と火

口の熱活動の衰退という特徴を示す熱水系の消長が観測された．本章では，熱

水系の消長を熱水流動数値計算に基づいてモデル化し，この特徴を規定する要

因について考察した．その際，先行研究によって提案された，噴気放熱率の減

少によって浅部蓄熱が引き起こされるという概念モデルに基づき，放熱率を減

少させるメカニズムとして，噴気火道の一部で浸透率が急激に低下する効果（火

道閉塞）を導入した． 

	 熱水流動数値計算は 4 つの異なる浸透率構造を用いて行った．また，様々な

火道内の浸透率の低下量を用いて計算を行い，火道閉塞の度合いの影響を検討

した．その結果，母岩の浸透率，キャップロック構造の有無，火道閉塞の度合

いによって，異なった熱水系の消長が観察された．母岩の浸透率は火道閉塞前

の熱水活動に影響する．母岩の浸透率が大きい場合，高標高部で不飽和領域が

発達し，山麓で熱水が湧出する．一方，母岩の浸透率が小さい場合，不飽和領

域や山麓での熱水湧出は発生しない．熱水系が発達している火山でしばしばそ

の存在が主張される低浸透率のキャップロック構造は，火道閉塞による間隙圧

変化や温度変化の空間範囲を制約する．このようなキャップロック構造がない

場合，熱水が山体の広い範囲に拡散してしまい，長期間にわたって高温化や膨

張が継続することは考えにくい．火道閉塞の度合いは，火道閉塞から数年後の

熱水系の消長に影響を与える．火道閉塞の度合いが小さい場合は，火口温度や

噴気放熱率の衰退が継続せず，火道閉塞前と同程度まで回復してしまう．一方，

火道閉塞の度合いが大きい場合は，火口温度や噴気放熱率が低調なまま推移す
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る．これらの時系列の違いは，母岩浸透率に対する火道閉塞部の浸透率の大小

によって規定される． 

	 これらのことから，十勝岳で 2008~2016 年に実際に観測されたような，地磁

気全磁力，火口温度，噴気放熱率の変化傾向を表現するには，本章で検討した

ケースの中では，高浸透率の母岩とキャップロック構造を有する系において，

数桁程度，噴気火道の浸透率が低下するというメカニズムが好ましい．  

	 火道閉塞は物理的・化学的過程のいずれでも起こり得るが，特に十勝岳のよ

うに噴気火道がある程度確立された火山においては，後者の可能性は十分に考

えられる．本研究では取り扱わなかったが，将来的には，岩石－水反応を取り

込んだ形の熱水流動数値モデルによって，火道閉塞を自己発展的に解くことで，

モデリングの恣意性を低減できるであろう． 
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4. 口永良部島火山 2001~2007 年の活動を想定した熱水系の数値

モデル  

4.1 口永良部島火山 2001~2007年の活動  

	 口永良部島は鹿児島県薩南諸島に属する火山島のひとつである．口永良部島

の南東部には新岳，古岳，野池山などの複数の山体で構成される成層火山があ

る（図 4.1）．歴史時代の噴火はいずれも新岳の山頂火口およびその周辺から発

生しており，1841年，1931~1935年，1966年，1980年には，放出岩塊または降

下火砕物をもたらす爆発的噴火を起こしている（下司・小林，2006）．1980年の

噴火は，既存の山体を構成する様々な程度に熱水変質を受けた岩塊と粘土質の

細粒物を主体とするもので（下司・小林，2006），小規模な水蒸気爆発であった

とされている（気象庁，2013）．1980 年代以降は噴火が発生していなかったが，

2014，2015 年にマグマ水蒸気爆発もしくは水蒸気爆発とみられる噴火が発生し

た（小林，2015; 防災科研，2016）．口永良部島火山では，2014年噴火に先立っ

て，1996，1999年には地震活動の活発化（山本・他, 1997;井口・他, 2001）や 2001

年頃からは噴気温度および火山ガスの見かけ平衡温度の変化（平林・他, 2002; 平

林・他, 2007），2001年からは地磁気全磁力に有意な変化（Kanda et al., 2010）,2005

年からは膨張性の地盤変動（井口・他，2007）が観測されている．本研究では

特に，火口地下浅部の蓄熱を示唆する消磁，火口地下浅部の膨張を示唆する地

盤変動，地温異常域の拡大や火口温度の上昇，火山ガスの見かけ平衡温度の上

昇が同期して観測された 2001~2007年の活動に着目する．この期間は，2014年

噴火に至る準備過程であった可能性があるが，本研究では，こうした各種の変

動が 2014年噴火の前兆であったかどうかを議論するのではなく，深部からの熱
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水供給率の変化に対して熱水系がどうのように応答し，各種観測量にどのよう

な変化傾向の組み合わせをもたらすかに着目して議論を展開する． 

	  

4.1.1 全磁力変化 

	 全磁力変化は Kanda et al. (2010)によって明らかにされている．彼らは，新岳

火口周辺に 2000年 8月から 3点，2002年 5月から 2点の計 5点の全磁力連続観

測点を展開した．全磁力変化は，2001年 4月から 2002年 8月（1期），2003年

6月から 2004年 7月（2期），2004年 12月から 2006年 1月（3期），2006年 9

月から 2007年 10月（4期）の間欠的な消磁傾向を示した（図 4.2）．彼らは，消

磁源の形状を考慮したグリッドサーチにより消磁源の位置と磁気モーメント消

失量の推定を行った．推定された消磁源を図 4.3 に示す．彼らの推定によれば，

1期の消磁源は 2~4期の消磁源に比べて深部に位置する．また，2~4期の消磁源

の深さはほとんど変化しないが，消磁源の大きさが 2 期から 4 期にかけて主に

水平方向に拡大していることが示唆されている．彼らは，後述する熱活動の高

まりと 2~4期の消磁傾向を示す時期がよく一致していることから，この消磁を，

火口浅部における蓄熱に伴う熱磁気効果と解釈した．彼らはまた，いくつかの

岩石試料を用いた熱消磁実験により，口永良部島火山を構成する岩石の温度磁

化特性を明らかにし，500 ºC よりも高温となれば，推定された磁化強度の変化 

（およそ 2 A m-1） を引き起こせることも明らかにした． 

 

4.1.2 熱活動 

	 新岳火口周辺の熱活動は 2003年以降活発化したことが報告されている．まず，
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新岳火口内の噴気活動および地温異常域の変化について井口（2007a）をもとに

まとめる．2001年には目視では確認できなかった火口底からの噴気が 2003年 2

月ごろから視認されるようになった．さらに，ヘリコプターによる空中からの

熱赤外観測により 2003 年から 2006 年にかけて火口底の地温異常域が拡大して

いることが確認された．次に，新岳火口周辺の噴気活動を平林・他（2007）に

基づいてまとめる．新岳火口周辺には主に 3 つの噴気孔がありそれぞれ，火口

東・火口南・火口西と呼ばれている．1992~2008年の繰り返し観測により推定さ

れた噴気温度と火山ガスの見かけ平衡温度（AET）および 2005~2007 年の連続

観測による噴気温度を図 4.4に示す．火口東の噴気は 1992年にはおよそ 340 ºC

と高温を示し，マグマ由来の成分比が高い組成の特徴を示していた．しかし，

1998年には約 150 ºCまで低下し，2000年には 100 ºCまで低下した．温度の低

下に伴ってマグマ由来であることを示す HCl，SO2，H2の濃度も低下した．また，

火山ガスの見かけ平衡温度も 1992年にはおよそ 400 ºCあったが，2000年にか

けて 200 ºCまで低下した．2001年頃から見かけ平衡温度が上昇に転じ，2004年

頃には 300 ºC程度に達した．連続観測データによると，2005年以降，噴気温度

は大きくても 2~3 ºCの範囲の中で変化している．火口南の噴気は 2003年以降に

活動が活発化した．火山ガス中の SO2，H2濃度が高く，マグマ由来の成分比が

高い特徴を示す．一方，噴気温度は 100 ºC程度と低いが，火山ガスの見かけの

平衡温度は 2003年に 450 ºC程度であったものが 2004年には 550 ºCまで上昇し

た．噴気温度の連続観測によって，2005 年 10 月頃からの噴気温度低下と 2006

年 8月頃からの噴気温度上昇が観測されたが，その変化量は 5 ºC程度であった．

火口西も火口南と同様にマグマ由来の成分比が高い特徴を示す火山ガスの組成
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であった．噴気温度は 2005年 10月頃からの低下と 2006年 8月頃からの上昇が

観測されたが，その変化量は 2~3 ºC程度であった． 
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図 4.1	 口永良部島火山の位置と地形の概要（Kanda et al., 2010）．パネル C内の

5点は全磁力連続観測点の位置を示す． 
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図 4.2	 差分全磁力の時間変化（Kanda et al., 2010）. 図 4.1中の KNY（気象庁地

磁気測候所鹿屋観測施設）を参照点とした単純差をプロット． 
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図 4.3	 消磁源の位置（Kanda et al., 2010）．灰色のハッチが 2期の消磁源を示す．

2~4期にかけて深さは変わらず，水平方向に広がっている． 
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図 4.4	 1992~2008年の火口温度と火山ガスの見かけ平衡温度（AET）（上）と

2005~2007年の火口周辺の火山ガス温度と日別地震回数（下）（平林・他，2007）． 
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4.2 第 4章の目的  

	 Kanda et al. (2010) では， AMT探査から推定された山体浅部の比抵抗構造に

基づいて，2001~2007年における口永良部島の火山活動を以下のように解釈した

（図 4.5）．1) 2001年春に深部からの熱水供給率が増加したが，標高 100 m以深

に推定された低浸透率層を通過して上昇することはできず，その低浸透率層内

で第 1期の熱消磁が発生した．2) より多量の熱水が供給されることで低浸透率

層を通過し，より浅部まで上昇することが可能になった．標高 300 m 程度に推

定される帯水層に熱水が供給され，浅部における第 2期の熱消磁が観測された． 

3) 深部からの熱水供給率が増加することで，熱消磁が繰り返し発生し，消磁域

が拡大した（第 3，4期）． 4) 地表付近まで上昇した熱水により噴気活動の高ま

りおよび地熱異常域の拡大が発生した． 

	 本章では，特に 2~4 期で想定されるような熱水供給率の高まりが繰り返し起

こった場合の熱水系の応答を数値計算に基づいて系統的に調べる．具体的には，

1) 深部からの熱水供給率の増加があった場合に，どの部分でどのような温度変

化が生じるか， 2) 熱水供給率の増加が各種観測量（全磁力・火口温度，噴気放

熱率）の変化傾向にどのようなパターンをもたらすか，3) 熱水供給率の段階的

な増加とパルス的な増加による熱水系の応答に違いがあるか，に着目する．ま

た，それらの検討に基づいて，口永良部島の 2001~2007 年の熱水系の消長から

示唆される山体内部の過程についても考察する． 
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図 4.5	 AMT探査から推定された比抵抗構造と消磁源の関係（Kanda et al., 2010）．

カラースケールは比抵抗値を，白い楕円が 2~4期の消磁源を示す． 
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4.3 数値計算  

	 本章の計算は状態方程式パッケージとして BRNGASを用いた．BRNGASでは，

水の他に空気，NaClを取り扱うことが可能である．これにより不飽和領域は水

と空気の混合流体が存在する領域として表現することが可能となる．ただし，

取り扱える温度範囲は 0~350 ºCである．Kanda et al. (2010) によれば，2~4期に

おいて温度が上昇した領域は 500 ºCを超えていることが予想される．したがっ

て，本研究では温度上昇の過程を厳密に定量的に再現することはできない．し

かしながら，温度の絶対値ではなく温度変化量について着目することで，

BRNGAS パッケージを用いても温度上昇領域の分布およびその時間変化に着目

した本研究の目的を達成することは可能であると考えられる．口永良部島火山

の山体地形がおよそ円錐形であり，新岳火口がその頂上部に位置していること

から，計算領域の座標系として 2次元円筒座標系を使用する．新岳火口を r = 0 m

として，動径方向に 30，鉛直方向に 34のセルを設定した（図 4.6）． 火口付近

のセルを細かく設定し，動径方向に離れるほど粗くなるように設定した．一方，

鉛直方向では，浅部で細かく，深部で粗くなるように設定した．計算領域は，

実スケールでは，動径方向に 4075 m，鉛直方向に 1925 mの広がりをもつ．浸透

率構造はKanda et al. (2010)で示された比抵抗構造を参考に設定した．すなわち，

深部から火口に伸びる安定的な火道が存在し，火口下，500 m以下では粘土鉱物

に富み低浸透率な領域（Region 2）を考える．低浸透領域の上には地下水が流動

可能な高浸透領域（Region 1）を置く．また，火口下 200 m程度には低比抵抗層

に対応する低浸透率層を配置する．それぞれの領域の水平浸透率を表 4.1にまと

めて示す．火道周辺には，遷移領域としてやや高浸透な領域を設定する．これ
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は，火道内の圧力が高くなりすぎることを避けるための設定である．鉛直浸透

率は全ての領域で水平浸透率と等しい値を設定し，全ての領域で空隙率を 0.1で

一様とした．境界条件として，地表に相当する面には大気圧（1.013×105 Pa），20 

ºCを与え，空気と接している状態にした．r = 0 mの鉛直面および z = 0 mの水

平面には断熱不透水の条件を与えた．山麓側の端面（r = 4075 m）には温度・圧

力一定の水と接する境界条件を与えた．計算は，全ての浸透率構造を導入した

上で，地表相当のセルから降水相当の水（20 ºC, 1.4×10-5 kg m-2 s-1）を流入させ，

最下部のセルから地殻熱流量相当の熱（6.9×10-2 W m-2）を与えた．また，火道

最下部（r = 0~50 m, z = 0 m）から熱水（8.4×105 J kg-1, 静水圧で 200 ºC相当）を

流入させ（5.1×10-6 kg m-3 s-1），103年計算を行った．熱水の供給率は，火口が

100 ºC程度になり，かつ，0.1MW程度の低調な噴気活動になるように調整した．

以下の結果で示す t = 0はこの時の状態を指す．その後，深部からの熱水供給率

を変化させ，浅部熱水系および火口温度と噴気放熱率の応答を観察した．深部

からの熱水供給率の時間変化として，4つのケースを用いて計算を行った．Case 

Aは t = 0において熱水供給率を増加させるのみとした．Case BはCase Aと同様，

t = 0において熱水供給率を増加させるのみとしたが，その増加量を大きくした．

Case Cは段階的に熱水供給率が増加した場合の浅部熱水系の応答を観察する目

的で，t = 0において熱水供給率を増加させたのち，t = 1.5年において，さらに

熱水供給率を増加させた．Case Dはパルス的な熱水供給率の増加による浅部熱

水系の応答を観察する目的で，t = 0で増加させた熱水供給率を t = 0.5年で低下

させた．表にそれぞれの場合における熱水供給率と継続時間をまとめた． 

	 火口温度および火口からの噴気放熱率として，模擬火道最上部のセルの温度
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と地表面への気相による熱流束を観察した．また，STARによる数値計算で得ら

れた山体の温度変化から地表面で観測されうる全磁力変化を計算する．Kanda et 

al. (2010) では，口永良部島火山で採取された岩石試料の熱消磁実験を行ってい

る．それによれば，口永良部島火山で観測された全磁力変化は，自然残留磁化

が 5~18 A m-1の岩石が加熱され，2 A m-1程度の磁化を失うことで説明されてい

る．その際，岩石は，500 ºC程度までにおよそ 25 %の磁化を失い，600 ºC程度

までに残りの 75%の磁化を失う（図 4.7）．このことから Kanda et al. (2010) で

は消磁域において，岩石の温度が 500 ºC以上まで加熱されたことが推測されて

いる．一方で，火口温度は 100 ºC程度であり，消磁域で想定される温度（500 ºC

以上）とは大きく食い違う．これらのことから，消磁域と地表付近の極浅部で

は，温度磁化特性の傾きが大きく異なっていることが想定される．本来，消磁

領域が 500 ºC程度，山体極浅部が 100 ºC程度となるような数値計算を行うこと

が望ましいが，本章で用いた数値計算の状態方程式パッケージで扱える温度範

囲は 350 ºCまでである．そこで，本研究では，実際の岩石の温度磁化特性とは

異なるが，100 ºCに閾値を持つような（4.1），（4.2）式を用いることで，消磁

域と極浅部の温度変化に対する磁化の応答の違いを表現した． 

 

𝐽 𝑇 = 8.0− 0.005𝑇 (T ≦ 100) (4.1) 

𝐽 𝑇 = 7.5− (𝑇 − 100)×0.075 (T > 100) (4.2) 

 

ここで，J(T)は岩石の磁化強度[A m-1]，Tは温度[ºC]である．式 4.1，4.2と Kanda 

et al. (2010)で推定された実際の岩石試料の温度磁化特性を図 4.7に示す．この温
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度磁化特性に基づき，熱水流動数値計算の各セルの磁化変化を計算し，

Bhattacharyya (1964)の直方体モデルの重ね合わせによって各観測点における全

磁力変化を計算した． 
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表 4.1	 各領域の浸透率[m2] 

Host rock 

(Region 1) 

Low-permeable 

Host rock 

(Region 2) 

Conduit Transition Region Low-permeable 

Region 

1×10-13 1×10-14 1×10-10 8×10-11 1×10-15 
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表 4.2	 深部からの熱水供給率の変化と継続時間 

Case Phase 1 Phase 2 

A 5.1×10-5 kg m-3 s-1 - 

3 year - 

B 7.6×10-5 kg m-3 s-1 - 

3 year - 

C 5.1×10-5 kg m-3 s-1 7.6×10-5 kg m-3 s-1 

1.5 year 0.5 year 

D 5.1×10-5 kg m-3 s-1 5.1×10-6 kg m-3 s-1 

0.5 year 2.5 year 
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図 4.6	 計算領域の設定．火道を模した柱状の高浸透率体（赤）を円筒座標中心

軸周辺に，その周りにやや低浸透率の遷移領域を設定した．下部の母岩は低浸

透率である．上部の母岩中に難透水性領域を設定した． 
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図 4.7	 実際の岩石試料の温度磁化特性（Kanda et al., 2010）と本章で用いた温度

磁化特性（赤線）． 
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4.4 数値計算の結果  

	 準定常状態（t = 0）における温度分布と間隙圧分布を図 4.8に示す．温度分布

の図では，高浸透率の火道および遷移領域が 100 ºC以上になっており，火口下

500~600 m深付近で高温領域の広がりが見られる．この火口下 500~600 m深は間

隙圧分布が増大する深さであり，これがこの数値モデルにおける地下水面であ

ることを示している．これより上部では地表面から浸透した空気によって不飽

和領域が形成されており，圧力が大気圧程度となっている．この地下水位の深

さは Kanda et al. (2010)によるMT探査によって推定された帯水層の深さとおよ

そ一致しており，準定常状態として適していると考えられる． 

	 Case Aにおける供給率増加後 1年間の全磁力変化と，それに続く 1年間の全

磁力変化の分布を図 4.9に示す．全磁力が火口北側で増加し，南側で減少する典

型的な消磁パターンが観察された．図 4.10に各 Caseの全磁力変化の時系列を示

す．全磁力変化を観察する位置として，火口中心から北 300 m，西 300 m，標高

1900m（N点）と南 300 m，西 300 m， 標高 1900 m（S点）の 2箇所をとった．

これは Kanda et al. (2010)における P2および C1におよそ相当する．一般に，地

下のある深さで消磁が進行すると，地表では消磁域の北側で全磁力が増加し，

南側では低下する．図 4.10 に示した Case A~D では，いずれも大局的には消磁

の進行を反映する全磁力変化となっている． Case Aでは，供給率増加後，数ヶ

月後から消磁を示す変化が観測され，その後減衰した．しかし，帯磁傾向に転

じることはなかった．供給率増加から，消磁を示す全磁力変化が観測されるま

での時間遅れは，流体が注入されてから消磁域に輸送されるまでにかかる時間

であると考えられる．ここで，流体が注入されてから消磁域に輸送されるまで
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の時間スケールτ [s]は，注入領域から消磁域までの距離 L [m]，流体の粘性µ [Pa s]，

火道の浸透率 k [m2]，注入領域における静水圧からの過剰圧ΔP[Pa]を用いて，次

の（4.3）式によって推定される． 

 

τ = Lµ k ΔP / L( )  (4.3) 

 

本章における数値モデルでは，L = 1.5×103 m， µ = 10-4 Pa s，ΔP = 105~106 Paで

あり，（4.3）式によってτ = 106~107 s と推定される．これは数ヶ月の時間スケ

ールであり，本章における計算の熱水供給率増加から消磁を示す全磁力変化が

観測されるまでの時間遅れにほぼ対応している．図 4.11には，Case Aにおける

供給率増加後の初めの半年間の温度変化と，次の半年間の温度変化を示す．最

初の半年間ではほとんどの温度変化が火道内の深部（標高 1000 m以深）で起こ

っているのに対し，次の半年間では地下水位付近の深さに集中している．Case B

では Case Aよりも早いタイミングで磁場変化が始まり，Case Aよりも変化の振

幅は大きくなった．これは，Case Bの方が Case Aに比べて熱水供給率の増加量

が大きいことを反映しているものと考えられる．Case Cでは 2度の熱水供給率

増加イベント（t = 0, 1.5 year）に対応して，間欠的な全磁力変化が観察される． 

Case Cにおける 2度目の熱水供給率増加イベントから半年間における温度変化

と，その次の半年間における温度変化を図 4.12に示す．Case Aの熱水供給率増

加後半年間の変化と比較すると，初めの半年間で，Case Aより浅い領域まで温

度上昇領域が及んでいる．また，次の半年間においては温度変化の深さは変化
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しないが，高温領域が水平方向にやや広がっている． Case Dでは，供給率を減

少させた後にも消磁が進行し，帯磁傾向への反転が発生しないという，直観的

な予測とは異なる消長が観察された．熱水供給率低下直後の半年間と次の半年

間の温度変化を図 4.13 に示す．熱水供給率を減少させたのにもかかわらず，地

下水位付近で温度上昇が確認される．これは，深部からの供給が減少したこと

で，火道内を上昇する過程にあった流体の上昇速度が低下し，停滞深度付近の

温度を上昇させるためだと考えられる．次の半年間は，温度変化がほとんど起

こらなくなる．これは，短時間での供給率の変動では山体内の限られた部分で

しか温度変化が起こらないことを意味しているかもしれない．  

	 火口（r = 0~50 m, z = 1912.5 m）の温度と噴気放熱率の時間変化を図 4.14に示

す．供給率増加後の火口温度と噴気放熱率の挙動もまた，直観的な予想，すな

わち，供給率の増加に伴って上昇・増加する応答とは異なり，供給率増加後に

減少傾向を示した．これは，深部からの供給率の増加によって，本モデルにお

ける地下水面上部の火道内で，間隙圧増加に伴う気相から液相への相変化が起

こり，火道内を上昇する気相流量が減少したためだと考えられる．Case Aにお

ける供給率増加後，半年間での空隙内における液相の体積分率の変化を図 4.15

に示す．地下水面上部の火道付近で液相の体積分率が増加している．このこと

から，準定常状態よりも気相の上昇量が抑制され火口への熱供給が低下した結

果，噴気放熱率と火口温度が緩やかに低下していったと考えられる．Case Aで

は，その後噴気放熱率と温度が同期して上昇している．これは，深部からの一

定の供給により気相が再び安定して上昇できる条件になった結果であると考え

られる．Case Bでは Case Aよりも早く温度上昇に転じるが再び緩やかな減少に
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転じ，その後 Case Aと同じような変化を示す．これは温度・圧力条件のわずか

な変化によって火口温度が複雑な振る舞いを示すことを意味しているかもしれ

ない．Case Cにおける二度目の深部からの供給率増加後にも，噴気放熱率およ

び火口温度の増大までに時間遅れがあるが，Case Aにおける火口温度・噴気放

熱率増加までの時間遅れと比較してその時間は短い．これは，より大きな供給

率増加であったため，液相から気相への相変化を引き起こすための熱量が十分

に供給され，安定的な気相の上昇にいたるまでにかかる時間が短くなったため

と考えられる．Case Dでは，供給率の低下直後に火口温度，噴気放熱率ともに

増大している．これは供給率増大時のメカニズムと逆のことが起こっていると

考えられる．すなわち，圧力低下による気相の増加である．地下水位付近で気

相の割合が増大したことにより，気相によって熱が効率的に地表付近へ輸送さ

れるようになったためである．  

	 これらの 4 つの場合の比較から，深部からの熱水供給率の増加に対する地磁

気全磁力・火口温度・噴気放熱率の応答は以下のようにまとめることができる．

深部からの熱水供給率の増加に対し，全磁力は熱水供給源から温度上昇領域ま

での輸送にかかる時間遅れの後に，熱水供給率の増加量に相関した振幅をもつ

消磁傾向を示す．火口温度および噴気放熱率は，熱水供給率の増加直後，減少

する傾向を示したのち，増加に転じる．ただし，この火口温度および噴気放熱

率の減少が発生するかどうかは，火道内の温度と間隙圧のバランスに依存する

と考えられる．熱水供給率のパルス的な増加（すなわち，短期間における熱水

供給率の増加とそれに続く減少）が起こった場合でも，熱水供給率の増加に伴

う全磁力，火口温度，噴気放熱率の変化の極性の反転が観察されず，これらの
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観測項目において，熱水供給率の段階的な増加とパルス的な増加の違いを明確

に示すことは難しい． 
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図 4.8	 準定常状態における温度（上）と間隙圧（下）の分布．火道とその周辺

および母岩の浸透率の境界部で高温領域が広がっている．高さ 1400 m付近より

上部は圧力が大気圧程度で，不飽和領域が発達している． 
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図 4.9	 Case Aにおける t = 0~1年（上），t = 1~2年（下）のモデル標高 1900 m

における全磁力変化の分布．コンター間隔は 2 nT，二つの赤丸（Nと S）は 4.10

に示す時系列の観測点．熱水流動数値計算の軸（火道）は（0,0）． 
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図 4.10	 全磁力変化（上と中央）と，各ケースで仮定した深部からの熱水供給

率の時間変化（下）．熱水供給率は初期供給率で規格化してある．上のパネル

は北側の点（N），中央のパネルは南側の点（S）の全磁力時間変化．  
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図 4.11	  Case Aの温度変化の分布．供給率増加イベント（t = 0）の後，半年間

（上）とそれに続く半年間（下）の変化． 
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図 4.12	 Case Cにおける温度変化の分布．2度目の熱水供給率増加イベント（t = 

1.5 year）後，半年間（上）とそれに続く半年間（下）の変化． 
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図 4.13	 Case Dにおける温度変化の分布．熱水供給率減少イベント（t = 0.5 year）

後，半年間（上）とそれに続く半年間（下）の変化． 
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図 4.14	 火口温度（上）と噴気放熱率（中央），初期供給率で規格化した深部

からの熱水供給率（下）の時間変化． 
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図 4.15	 Case Aにおける空隙内の液相の体積分率変化の分布．熱水供給率増加

（t = 0）後，半年間の変化を示す． 
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4.5 考察  

4.5.1 間隙圧の変化と地盤変動観測 

	 STARによる数値計算では，計算領域内の間隙圧の分布も算出することが可能

である．本章で温度変化が卓越した地下水位付近の深さである火口下およそ 400 

mの間隙圧の時間変化を図 4.16に示す．Case Aでは供給率の増加直後から間隙

圧が増加し，その後停滞する．Case Cでの二度目の供給率増加イベントにおい

ても同様の間隙圧増加とその後の停滞が観察される．それぞれの供給率増加イ

ベント直後半年間の間隙圧変化の分布を図 4.17 に示す．山体の広範囲で間隙圧

増加の傾向が見られるが，その変化量は 0.1 MPaに満たない程度である．一方，

火道内の間隙圧の増加量はそれよりやや大きく 0.1~0.5 MPa程度である．一度目

の熱水供給率増加イベントに比べ，二度目の熱水供給率増加イベントではやや

浅くまで，間隙圧増加領域が拡大した．Case Dでは供給率減少直後に間隙圧が

減少した．Case Dの熱水供給率減少直後の半年間における間隙圧変化の分布を

図 4.18 に示した．間隙圧の減少は山体全体で起こるが，火道で最も大きく，離

れるに従って小さくなる傾向がある．これらの間隙圧の変化傾向から，熱水供

給率の増加に伴う地盤変動について考察を試みる．熱水流動の計算結果から地

盤変動を算出した先行研究として，Todesco et al. (2010)や Fournier and Chardot 

(2012)などがある．しかし，これらで提案されている計算方法では地盤変動に影

響すると考えられる構造の不均質性や地形の効果が取り入れられていない．現

在，本章の計算結果を用いて，構造の不均質性や地形の効果を考慮した地盤変

動を計算できるポストプロセッサーがない．そのため，ここでは熱水流動の数

値計算結果から地盤変動を算出せず，単純に，間隙圧の増大は膨張，間隙圧の
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減少は収縮の地盤変動を生じさせると仮定し，定性的な議論を試みる．熱水供

給率の増加に伴う間隙圧の増加は，火道周辺の地下水面付近で卓越しており，

火口周辺での膨張の地盤変動が観測されることが期待される．熱水供給率の段

階的な増加による地盤変動は，隆起ののち，収縮に転じることはなく，次の隆

起が発生する．一方，熱水供給率のパルス的な増加では，隆起に引き続き収縮

が観測されることが期待される． 

	 深部からの熱水供給率の時間変化と，着目した深さにおける間隙圧の時間変

化を比較すると，全磁力変化に見られたような時間遅れが見られない．このこ

とから，地盤変動の変化開始時と全磁力変化による変化開始時を比較すること

で，火道内での熱水上昇速度を見積もることが可能かもしれない．  

 

4.5.2 熱水供給率増加のメカニズム 

	 本章の計算では，深部からの熱水供給率の増加による熱水系の応答について

検討した．深部からの熱水供給率が段階的に増加する場合とパルス的に増加す

る場合の間で，全磁力，火口温度，噴気温度の変化の傾向には明確な違いが見

られなかったが，間隙圧変化には違いが見られた．ここでは，深部からの熱水

供給率が段階的に増加する原因とパルス的に増加する原因についてそれぞれ考

察する． 

	 深部からの熱水供給率が段階的に増加する原因として，マグマが浅部へ段階

的に移動することが考えられる．マグマがそれまでよりも浅い部分に貫入した

場合，減圧することで脱ガスが活発になり，熱水供給率が増加する．この浅部

への移動が複数回発生することで，段階的に深部からの熱水供給率が増加する． 
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このようなメカニズムが発生した場合，浅部熱水系の消長のみならず，浅部熱

水系より深部における，マグマの上昇に伴う何らかの変化（例えば，膨張を示

唆する地盤変動など）が観測されることが期待される． 

	 一方，深部からの熱水供給率のパルス的な増加のメカニズムとしては，深部

からの熱水塊の上昇や深部熱水溜まりの圧力増加が考えられる．深部からの熱

水塊の上昇は石戸（1994）で提案されているものである．浸透率の非常に小さ

い領域に高圧流体（地殻上部に定置した溶融マグマから放出された水を主とす

る揮発性成分）が，注入された場合，高圧流体は拡散せず，塊として比較的短

時間のうちに上方へ移動する（石戸，1994）．これは，間隙圧の変化に対応し

て，空隙率および浸透率が変化すると仮定した数値計算から提案されるメカニ

ズムであるが，熱水供給率のパルス的な増加の 1 つのメカニズムとして考える

ことができる．また，深部熱水溜まりの圧力増加は，熱水溜まりが複数存在し，

それぞれの間での熱水の移動が圧力差によって駆動されると仮定した場合に，

考えられるメカニズムである．深部の熱水溜まりの圧力が増加したとき，浅部

への熱水供給率が増加する．浅部への熱水供給率が増加すると，より深部から

の供給が増加しない限り，深部の熱水溜まりの圧力は減少に転じる．圧力勾配

が減少することで，深部からの熱水供給率は減少に転じ，パルス的な熱水供給

率の増加が発生する． 

	 マグマと熱水の境界部を含んだモデリングを行うことによって，深部からの

熱水供給率変化自体のメカニズムを検討することが可能となる．それと同時に，

本章で行ったような熱水供給率の変化に対する熱水系の応答を検討する場合に

おける恣意性を低減できるだろう． 
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4.5.3 口永良部島 2001~2007年の活動に対する考察 

	 本章で行った深部からの熱水供給率の変化の 4 つのパターンに対する熱水系

の応答（全磁力，火口温度，噴気放熱率，間隙圧の変化）の特徴から，口永良

部島 2001~2007年の活動に対して考察を加える． 

	 口永良部島 2001~2007 年の活動では，一方的で間欠的な消磁とそれにやや遅

れた火口温度の上昇や噴気活動の活発化といった特徴が観測された．また，口

永良部島火山で観測された 2~4期の消磁域はほとんど同じ位置であり，2~4期の

時間が経過するにつれて消磁域が主に水平方向に拡大した（Kanda et al., 2010）．

これは Case Cにおいて， 2度目の熱水供給率増加イベント時の高温化領域の方

が，1度目の熱水供給率増加イベント時のそれと比べて，広範囲であったことと

調和的である．しかし，全磁力，火口温度，噴気放熱率の変化からは，段階的

な熱水供給率の増加（Case C）とパルス的な熱水供給率の増加（Case D）が複数

回起こった場合にについて，明確に区別できなかった． 

	 口永良部島火山では，GPS連続観測により 2005年 1月と 2006年 9月からの 2

度，新岳火口直下の膨張を示唆する地盤変動が観測された（斎藤・井口, 2007）．

繰り返し GPS観測によりこれらの地盤変動の膨張源が推定されており，その深

さは，2005年で火口下 300 m，2006年で 130 mと徐々に浅くなっていることが

示された（井口・他，2007）．段階的な熱水供給率の増加（Case C）では，熱水

供給率の増加に対応して，間隙圧は増加した．また，間隙圧が増圧する領域が 2

度目のイベントではやや浅部まで拡大した．これは，口永良部島で観測された

地盤変動と圧力源の深さの変化と調和的である．一方，パルス的な熱水供給率
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の増加（Case C）では，間隙圧の増加に引き続いた間隙圧の減少が計算された．

口永良部島ではこのような収縮を示す地盤変動は観測されておらず，口永良部

島火山の熱水供給率の時間変化として，パルス的な熱水供給率の増加を繰り返

すモデルは適していないと言える．したがって，口永良部島火山 2001~2007 年

の熱水系の消長をもたらしたメカニズムとしては，本章で検討した中では，深

部からの熱水供給率が段階的に増加するモデルが好ましい． 

	 口永良部島火山 2001~2007 年の消長が深部からの熱水供給率の段階的な増加

によって引き起こされていると仮定した場合の，そのメカニズムについて考察

する．口永良部島火山では新岳火口周辺の GPS観測のほかに，島内で 1996年か

ら 7度の水準測量が行われており，2001–2007年の間に 2001年，2005年，2006

年に 3度実施されている（高山・他，2007）．その結果，2005年 9月から 2006

年 12月にかけて，新岳に近づくにつれて上下変動が大きくなる傾向が認められ

た．このような系統的な地盤変動が確認されたのは測量開始以来初であった．

この上下変動の変動源を推定するのは難しいが，高山・他（2007）は新岳火口

を中心とした膨張を指摘している．一方，これらの上下変動は GPS観測から推

定された浅部圧力源で説明できる変動量ではなく，より深部の圧力源が疑われ

た（井口，2007b）．火口直下の増圧源とは異なる，深部の増圧が同時期に観測

されたことは 4.5.2節で検討したような，マグマが浅部に段階的に貫入し，浅部

熱水系への熱水供給率が段階的に増加するメカニズムによって説明されるかも

しれない． 

	 本章の数値計算の設定においては，火口下における間隙圧増加は深部からの

熱水供給率増加と同期して発生したが，火口下における蓄熱による全磁力変化
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は，熱水の輸送にかかる時間分の時間遅れがあってから発生した．口永良部島

火山で実際に観測された 2005 年 1 月と 2006 年 9 月の地盤変動の変化開始時期

は，全磁力変化の 3 期および 4 期の開始時期とほぼ同期している．本章で検討

したように，これらの全磁力変化および地盤変動，深部からの熱水供給率の増

加によって引き起こされているならば，火道内における熱水の上昇速度は本章

でのモデリングよりも大きいことが想像される．実際の口永良部島火山では浅

部への熱水の輸送が本章で行った模擬実験よりも気相に富んだ状態で行なわれ

ているのかもしれない． 
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図 4.16	 火口下 400 mの間隙圧の時間変化．  
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図 4.17	 Case Cにおける間隙圧変化の分布．1度目の熱水供給率増加イベント（t 

= 0）後半年間の変化を上のパネルに, 2度目の熱水供給率増加イベント（t = 1.5 

year）後，半年間の変化を下のパネルに示す． 
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図 4.18	 Case Dにおける間隙圧変化の分布．供給率減少イベント（t = 0.5 year）

後，半年間の分布を示す． 

  

z 
[m

]

r [m]
−10 −0.1 0

Pressure [MPa]
100.1

0

500

1000

1500

2000

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000
0

500

1000

1500

2000

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000

t = 0.5–1 year



 119 

4.6 第 4章の結論  

	 全磁力変化・火口温度・火口からの噴気放熱率の時間変化を参照情報として，

2001~2007年の口永良部島火山の活動を想定し，地下浅部の蓄熱を示唆する全磁

力変化，火口温度の上昇，噴気活動の活発化といった活動の消長をモデル化し

た．このような活動の消長を引き起こす原因として，地下深部からの熱水供給

率の増加を導入した．地下深部からの熱水供給率の時間変化として，A) 増加し

た熱水供給率が継続する場合，B) Aよりも大きな熱水供給率が継続する場合，

C) 熱水供給率増加 1 年半後にさらに熱水供給率が増加する場合，D) 熱水供給

率増加半年後に増加前の熱水供給率に減少する場合，の 4 つの場合を与えた．

その結果，以下のことを明らかにした． 

1. 熱水供給率増加から全磁力変化が観測されるまでには，熱水が消磁源付近の

深さまで，輸送されるのにかかる時間遅れが生じる． 

2. 熱水供給率増加後，地下の相状態の変化によって地表への気相上昇が制限さ

れ，火口温度，噴気放熱率が減少する場合がある． 

3. 熱水供給率の段階的な増加とパルス的な増加では，全磁力，火口温度，噴気

放熱率の変化傾向に明確な差は認められない．一方，間隙圧変化では，熱水

供給率の段階的な増加では間隙圧が一方的に増加するが，熱水供給率のパル

ス的な増加では，間隙圧は増加後，減少に転じる． 

	 また，これらの特徴を基に，2001~2007年の口永良部島火山の活動について考

察を加えた．2001~2007年の口永良部島火山における活動のように，消磁，火口

温度の上昇，噴気活動の活発化，間欠的で一方的な膨張性地盤変動を表現する

には，本章で検討した中では，深部からの熱水供給率の段階的な増加モデルが
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好ましい． 

	 熱水供給率の段階的な増加，パルス的な増加，いずれの場合も深部の活動の

変化によって発生すると考えられる．今後，マグマと熱水の境界部を含んだモ

デリングを行うことによって，深部からの熱水供給率変化自体のメカニズムを

検討することが可能となる．それと同時に，本章で行ったような熱水供給率の

変化に対する熱水系の応答を検討する場合における恣意性を低減できるだろう． 

  



 121 

5. 火道閉塞と熱水供給率増加が同時に発生した場合の熱水系

の応答  

5.1 5章の目的  

	 第 3 章および第 4 章における十勝岳，口永良部島火山を想定したケーススタ

ディによって，熱水系の消長の要因として，火道浅部における浸透率の低下（火

道閉塞）および，火道深部からの流体（熱水や火山ガス）の供給率変化，の 2

つについて検討した．火道閉塞によって，地下浅部における蓄熱および間隙圧

の増加，火口温度および噴気放熱率の低下が引き起こされる．一方，火道深部

からの熱水供給率の増加によって，地下浅部の蓄熱および間隙圧の増加，火口

温度および噴気放熱率の増加が引き起こされる．従って，これら 2 つのメカニ

ズムは，地下浅部の蓄熱および間隙圧の増加を引き起こす点においては共通し

ているが，火口の温度および噴気放熱率に対しては正反対の効果をもたらす．

本章では，火道閉塞の度合いと深部からの熱水供給率の増加量を様々に変化さ

せた計算を行い，火道閉塞と深部からの熱水供給率の増加が同時に起こったと

き，どちらの効果がより支配的になるかについて検討する． 
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5.2 数値計算  

	 簡単のために，計算領域は軸対称とし，2次元円筒座標系で記述した．円錐状

の山体を模した地形を考慮した計算メッシュを図 5.1のように設定した．動径方

向には 53，鉛直方向には 29のセルを配置した．セルのサイズは，中心軸付近お

よび地表付近で細かく，山体並びに地表面から離れるにつれて，徐々に大きく

した．実スケールの計算領域は，動径方向に 5220 m，鉛直方向に 2275 mである．

以下の数値モデルに共通の構造として，深部から地表へ伸びる火道を模した高

浸透パイプを与えた．Case Aでは一様な浸透率を与え，Case Bでは Case Aの母

岩中の図 5.1に示す位置に透水性の低いキャップロックを与えた．また，火道閉

塞を表現するためのセルとして Permeability-Changeable-Block（PCB）を火道内

に設定した．PCB の初期浸透率は火道の他の領域と同様とした．空隙率は全て

の領域で一様（0.1）と設定した．Case A，Bのそれぞれの領域の浸透率を表 5.1

にまとめた．境界条件として，地表面相当のセルには，温度圧力一定（20 ºC，

1.013×105 Pa）の空気に接し，降水相当の水（20 ºC, 5.5×10-6 kg m-2 s-1）の流入を

与えた．これは年間降水量約 1700 mmのうち，10 %が地下に浸透すると仮定し

た流入量に相当する．山麓側（r = 5220 m）の側端面には温度圧力一定の水に接

することを，山頂側（r =0 m）の側端面（すなわち中心軸）および計算領域の底

面（z = 0 m）には断熱不透水条件および地殻熱流量相当（6.9×10-2 W m-2）の熱

の流入を与えた．はじめに，準定常状態を設定するために，火道（r = 0~50 m）

に熱水（1.3×106 J kg-1, 静水圧で 300 ºC相当）の流入（5.1×10-4 kg m-3 s-1）を与

え，103年計算した．これは火口からの噴気放熱率が 100 MW程度になるように

調整した熱水供給率である．PCBの浸透率は 1×10-11, 1×10-12，5×10-13, 1×10-13 m2，
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および変化なしの 5通りの低下，深部からの供給率は初期供給率の 1.5 倍，2 倍, 

および変化なしの 3通りの増加といった 2つの効果を t = 0において同時に与え，

それぞれの組み合わせの熱水系の応答を観察した． 

  



 124 

 

図 5.1	 計算領域の設定．軸中心に高浸透率パイプ（火道）を配置．キャップロ

ックは Case Bにのみ与えた難透水性の領域．火道内の一部を PCBとし，火道閉

塞はこの浸透率を低下させることで表現． 
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表 5.1 各領域の浸透率 

Case Host rock Conduit Cap-rock 

A 5.0×10-13 1.0×10-10 1.0×10-16 

B 5.0×10-13 1.0×10-10 - 
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5.3 数値計算の結果  

	 5通りの PCBの浸透率低下（変化なし，低下後の PCB浸透率 k’PCB = 1×10-11, 

1×10-12，5×10-13, 1×10-13 m2）と 3通りの深部からの熱水供給率増加（変化なし，

1.5倍，2倍）を組み合わせた場合の噴気放熱率と火口温度の時系列の Case Aを

図 5.2~5.4に，Case Bを図 5.5~5.7にそれぞれ示す．火口温度および噴気放熱率

の時間変化は 3つのパターンに大別される．パターン（1）: PCB浸透率および

深部からの熱水供給率に変化を与えてから 1 から数年後のうちに火口温度が上

昇を開始し，準定常状態よりも高い温度で安定する．噴気放熱率は単純に増加

するか，一度低下したのち，増加に転じ，準定常状態と同程度まで回復する．

パターン（2）:火口温度はほとんど変化しないか，上昇と低下を繰り返す．噴気

放熱率は一度低下したのち，増加に転じるが，準定常状態よりも小さい噴気放

熱率で推移する．パターン（3）:火口温度は低下し準定常状態よりも低い温度で

安定する．噴気放熱率も同様に低下し，準定常状態よりも小さい噴気放熱率で

安定する．ここでは，PCB 浸透率および深部からの熱水供給率変化後に，火口

温度・噴気放熱率が上昇するパターン（1）を供給卓越型，火口温度・噴気放熱

率が減少するパターン（3）を閉塞卓越型とし，どちらとも言えないパターン（2）

を中間型とする．Case Bにおける k’PCB = 1.0×10-13 m2，熱水供給率 2倍の組み合

わせ（図 5.7の赤点線）の t = 0から 1年間の温度変化分布，間隙圧変化分布を

閉塞卓越型の代表例として図 5.8に示す．PCBの浸透率低下により浅部への熱水

供給率が低下し，PCB より浅部における温度低下と間隙圧減少が明瞭である．

一方，PCBより深部ではキャップロック内で温度上昇，圧力増加が観測される．

温度上昇域と圧力増加域の下端は地下水位付近（図 5.9）と共通している．また，
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熱水供給部周辺が高温化しているが，同じ領域での圧力増加は顕著ではなく，

地下水位下の山体全体に共通する 0.1 MPa程度の変化である．Case Bにおける

k’PCB = 1.0×10-11 m2，熱水供給率 2倍の組み合わせ（図 5.7の黒細線）の t = 0か

ら 1 年間における温度変化分布，間隙圧変化分布を供給卓越型の代表例として

図 5.10 に示す．供給卓越型の場合，閉塞卓越型で観察された変化とは異なり，

PCB より浅部での温度低下・間隙圧低下は見られない．ただし，PCB より深部

における温度上昇と間隙圧増加は閉塞卓越型と共通している．また，その領域

の下端がおよそ地下水位と一致すること，深部での温度上昇とその部分での間

隙圧増加は顕著ではないことも共通している．Case Bにおける k’PCB = 1.0×10-12 

m2，熱水供給率 1.5倍の組み合わせ（図 5.6の黒点線）の温度変化分布を中間型

の代表例として図 5.11に示す．中間型の変化後 1年間の温度・間隙圧変化の分

布の特徴は閉塞卓越型の分布とよく似ている．すなわち，PCB より浅部での低

温化・減圧，PCB より深部かつ地下水位より浅部における高温化・増圧，深部

での高温化である．ただし，それらの変化の振幅が閉塞卓越型と比較して小さ

い．次節では，上述の閉塞卓越型・供給卓越型・中間型の違いが何によって規

定されているのかを考察する．また，閉塞卓越型の場合でも深部からの供給率

の変化は地表の各種観測から検知できるのか，あるいは，供給卓越型の場合で

も火道閉塞の有無を地表の各種観測から検知することが可能かどうかについて

も検討する． 
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図 5.2	 Case A における熱水供給率変化なしの場合の火口からの噴気放熱率

（上），火口温度（下）の時間変化．凡例に低下後の PCB浸透率 k’PCBを示した． 
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図 5.3	 Case Aにおいて熱水供給率を 1.5倍に増加させた場合の火口からの噴気

放熱率（上），火口温度（下）の時間変化．凡例に低下後の PCB浸透率 k’PCBを

示した． 
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図 5.4	 Case Aにおいて熱水供給率を 2倍に増加させた場合の火口からの噴気放

熱率（上），火口温度（下）の時間変化．凡例に低下後の PCB浸透率 k’PCBを示

した． 
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図5.5	 Case Bにおける熱水供給率変化なしの場合の火口からの噴気放熱率（上），

火口温度（下）の時間変化．凡例に低下後の PCB浸透率 k’PCBを示した． 
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図 5.6	 Case Bにおいて熱水供給率を 1.5倍に増加させた場合の火口からの噴気

放熱率（上），火口温度（下）の時間変化．凡例に低下後の PCB浸透率 k’PCBを

示した． 
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図 5.7	 Case Bにおいて熱水供給率を 2倍に増加させた場合の火口からの噴気放

熱率（上），火口温度（下）の時間変化．凡例に低下後の PCB浸透率 k’PCBを示

した． 
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図 5.8	 閉塞卓越型の温度変化（上），圧力変化（下）の分布．Case Bの浸透率

構造を用い，低下後の PCB浸透率 k’PCB = 1.0×10-13 m2とし，熱水供給率を 2倍

に増加させた． 
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図 5.9	 Case Bにおける空隙内の液相の体積分率の分布（t = 0）．モデル標高 1200 

m付近に地下水面があることがわかる． 
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図 5.10	 供給卓越型の温度変化（上），圧力変化（下）の分布．Case Bの浸透率

構造を用い，低下後の PCB浸透率 k’PCB = 1.0×10-11 m2とし，熱水供給率を 2倍

に増加させた． 
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図 5.11	 中間型の温度変化（上），圧力変化（下）の分布．Case Bの浸透率構造

を用い，低下後の PCB浸透率 k’PCB = 1.0×10-12 m2とし，熱水供給率を 1.5倍に増

加させた． 
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5.4 考察  

5.4.1 系の振る舞いを支配するパラメータ 

	 火道閉塞と深部からの熱水供給率の増加が同時に起こった場合，火口におけ

る熱活動の変化は，閉塞卓越型・供給卓越型・中間型に分類される．これらの

パターンは，与えた浸透率低下の度合いと供給率増加のバランスによって決定

されると考えられる．そこで，横軸に供給率の増加の度合い（増加後の供給率

M’/増加前の供給率 M0），縦軸に浸透率低下の度合い（低下後の浸透率 k’PCB/母

岩の浸透率 kh）をとり，供給卓越型を赤丸，閉塞卓越型を黒四角，中間型を三

角としてプロットした（図 5.12）．k’PCB/khが小さいほど，M’/M0が大きいほど，

供給卓越型になりやすいことが見て取れる．また，十勝岳のケーススタディ（図

3.13）においても k’PCB/kh = 1を境界にして火口の熱活動の振る舞いが変化し，

k’PCB/khが 1以上のとき，熱活動の衰退と低調な推移が観察された（閉塞卓越型）．

このことから，火道閉塞後の PCB浸透率が母岩のそれよりも大きいか小さいか

によって，系の振る舞いを支配している可能性がある．火道閉塞後の PCB浸透

率と母岩のそれの大小が，系の振る舞いを支配しているかどうかを検証するた

めには，様々な母岩の浸透率や初期熱水供給率を与えた系において，火道閉塞

と深部からの熱水供給率の増加による系の振る舞いを観察する必要があり，こ

れは今後の課題である． 

	 図 5.12において，供給卓越型の領域は Case Aと Case Bで異なっており，Case 

B の方がより大きな火道閉塞に対しても供給卓越型の特徴を示している．これ

は Case Bに配置したキャップロックの影響であると考えられる．キャップロッ

クが存在すると，キャップロック外側への熱水流出が妨げられ，キャップロッ
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ク内側の母岩の間隙圧が増加しやすい．母岩の間隙圧が増加することで，火道

から母岩への熱水の流出が抑制され，火道中を上昇する熱水が増加し供給率増

加の影響が地表で大きく観察される．つまり，山体内の浸透率構造が供給卓越

型となる領域に影響を与えている可能性がある．浸透率構造による系の振る舞

いの影響についてより検討するためには，例えばキャップロックの大きさや母

岩の層構造などの様々な浸透率構造を考慮した計算をし，系の振る舞いを観察

することが必要である．また，横軸に取るべき無次元変数に関してもさらに検

討の余地がある．小さい M0をもつような系では増加後の M’ も小さく，供給卓

越型が発生しにくいことが予想される．様々な火道浸透率や火道径，火道の長

さ，母岩の浸透率，地下水面の深さを与えた系において，火道閉塞と深部から

の熱水供給率の増加による系の振る舞いを観察することで，系の大きさや浸透

率の絶対値によらない，より一般化されたパラメータを抽出することが今後の

課題である． 

	  

5.4.2 熱水系の活動消長要因の分離 

	 火道閉塞の度合いと熱水供給率の増加量を様々に変化させた計算によって，

火道閉塞と熱水供給率の増加が同時に起こった場合の系の振る舞いを明らかに

した．それにより，地上での熱観測のみでは，火山体内で進行している現象の

一部分しか明らかにできないことを示した．これは，閉塞卓越型の現象進行中

に深部からの供給率が増加しているかどうかを熱観測のみから明らかにするこ

とはできないことを意味する．ここでは，その他の観測を用いて，火道閉塞と

熱水供給率増加の効果を分離し，特に閉塞卓越型の現象が進行している場合に
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深部からの熱水供給率の増加の有無を判別可能であるかどうかを検討する．図

5.13 に，火道閉塞卓越型で，深部からの熱水供給率の増加がある場合（キャッ

プロックあり，図 5.7赤線に対応）とない場合（キャップロックあり，図 5.5赤

線に対応）のモデル標高2300 m における全磁力変化を示す．温度磁化特性は（3.1）

式を用いた．深部からの熱水供給率の増加がない場合，PCB より浅部の温度低

下を反映し，火口周辺では帯磁傾向となり，それを囲むように全磁力の減少域

が発達するという複雑な分布を示す．一方，深部からの熱水供給率増加がある

場合，PCBより浅部の温度低下の影響よりも PCBより深部における温度上昇の

効果が大きくなり，やや複雑な分布ではあるが全体として，北で全磁力増加，

南で全磁力減少といった消磁傾向を示す．つまり，火口近傍での全磁力観測に

よって閉塞卓越型の場合に深部からの供給があるかどうかを明らかにすること

ができる可能性がある．しかし，この PCBより上部の温度低下領域の範囲は浸

透率構造に依存すると考えられる．同様に閉塞卓越型を計算した十勝岳の設定

では，温度低下領域が小さく（図 3.10），地表での全磁力変化としてもほとんど

表れていない（図 3.11）．十勝岳の計算で用いた母岩の浸透率は 5×10-14 m2であ

り，ここで行った計算の設定より一桁小さい．従って，閉塞卓越型のケースに

おいて深部熱水供給率の変動を議論するには，浸透率構造の正確性が特に重要

となる． 

	 山体を構成する温度磁化特性による影響も考えられる．（4.1），（4.2）式の温

度の閾値を変更した以下の温度磁化特性（図 5.14）を用いて，火道閉塞卓越型

で供給増加がない場合（キャップロックあり，図 5.5赤線に対応）の全磁力変化

を図 5.15に示した． 
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𝐽 𝑇 = 8.25− 0.005𝑇 (T ≦ 150) (5.1) 

𝐽 𝑇 = 7.5− (𝑇 − 150)×0.075 (T > 150) (5.2) 

 

ここで，J(T)は温度 T [ºC]における磁化強度 [A m-1]である．図 5.15では図 5.13

の上のパネルで見られた火口近傍での帯磁傾向は見られない．これは深部の高

温領域における温度変化に敏感な温度磁化特性を用いたために，浅部の温度低

下領域の効果が見えなくなったものと考えられる．つまり，閉塞卓越型の現象

進行中に，深部からの熱水供給率の増加の有無を地上の全磁力観測から議論す

るためには，山体を構成する岩石の温度磁化特性もまた，解釈を大きく左右す

る物性値であることがわかる．  
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図 5.12	 閉塞卓越型・供給卓越型・中間型の分類図．横軸は供給率の増加の度

合い（増加後の供給率 M’/増加前の供給率 M0），縦軸は浸透率低下の度合い（低

下後の浸透率 k’PCB/母岩の浸透率 kh）．黒四角が閉塞卓越型，赤丸が供給卓越型，

三角が中間型． 
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図 5.13	 Case Bにおける全磁力変化の分布．上のパネルは，閉塞卓越型で供給

率増加がない場合（低下後の PCB浸透率 k’PCB = 1.0×10-13 m2），下のパネルは閉

塞卓越型で供給率増加がある場合（低下後の PCB浸透率 k’PCB = 1.0×10-13 m2，熱

水供給率は 2倍に増加）．コンター間隔は 0.2 nT．温度磁化特性は（3.1）式を使

用． 
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図 5.14 温度磁化特性近似式，式（4.1），（4.2）と式（5.1），（5.2）の比較．2 つ

の温度磁化特性では，温度変化に対する磁化変化が敏感になる温度の閾値のみ

が異なる． 
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図 5.15	 Case Bにおける全磁力変化の分布．閉塞卓越型で供給率増加がない場

合（低下後の PCB浸透率 k’PCB = 1.0×10-13 m2），温度磁化特性は（5.1），（5.2）式

を使用． 
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5.5 第 5章の結論と将来の研究の展望  

	 火道浅部の閉塞と，火道深部からの熱水供給率の増加が同時に起こった場合

における熱水系の応答について，様々な条件で数値計算を行い整理した．その

結果，閉塞後の火道浸透率と母岩の浸透率の比，初期状態の供給率と増加後の

供給率の比で熱水系の応答を整理すると，火道閉塞卓越型，供給卓越型，中間

型の 3 つに分類できることを明らかにした．火道閉塞卓越型では，深部からの

供給率が増加しても火口温度・火口からの噴気放熱率の低下が観察される．一

方，供給卓越型の場合，火道閉塞が同時に発生しても火口温度・噴気放熱率が

増大する．中間型ではそれぞれが変化しているにもかかわらず，火口温度と噴

気放熱率はあまり変化しなかった．このうち，特に火道閉塞卓越型のケースに

おいて，地上観測から深部熱水供給率の変動を判別が可能かどうか，またその

判別のために重要となる先見情報についても整理した．その結果，全磁力変化

によってこの判別が可能である場合があることを明らかにした．また，山体浅

部の浸透率および山体を構成する岩石の温度磁化特性が，地上観測の解釈を大

きく左右する先見情報であることを示した． 

	 今後，浸透率構造，初期供給率などを変化させた計算や熱観測・全磁力観測

以外での観測（例えば地盤変動や重力変化など）から見た系の応答の検証を重

ねていくことで，噴火事象系統樹の事象分岐の判断材料を提示できる可能性が

ある．噴火事象系統樹（イベントツリー）とは，噴火の前兆から始まる噴火現

象の推移を系統樹として示したもので，近年いくつかの火山で作成が試みられ

ている（中田，2016）．図 5.16はインドネシア，シナブン火山の噴火事象系統樹

である．各分岐点には，その後に想定される事象に移行する確率が示されてい
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る．現在，噴火事象系統樹の分岐確率は，地質学的な研究から明らかにされる

過去の噴火履歴に基づいて推定された値として示されることが多い．また，そ

もそも地質学的研究からは，ごく小規模な噴火や，噴火に至らなかった火山活

動については，ほとんど知見を得ることができない．本来，事象分岐系統樹の

分岐点において，その後どのような事象に移行するかは，現在進行中の観測事

実も考慮して判断可能なものであることが望ましい．しかし，機器観測による

噴火記録に乏しい火山においては，地球物理学的・化学的観測に基づく分岐確

率を示すことは難しい．将来，本研究で行ったような数値計算に基づく研究を

発展させていくと，火道閉塞や深部からの熱水供給率増加が与える山体内の状

態変化とそれを反映した各種観測項目の応答を，類型化することが可能となり，

地質学的な噴火履歴情報に乏しい火山における事象分岐確率の推定にも，ある

種の根拠を与えることに貢献できる可能性がある．また，爆発発生のメカニズ

ムや条件の研究が近年進んでいる（Abbasi and Abbasi, 2007; Thiery and Mercury, 

2010, etc.）．これらの研究から明らかにされる爆発の条件を考慮することにより，

熱水系の消長が水蒸気爆発発生に至るかどうかの判断において，ある種のアセ

スメントを行い，各種観測量にどのような変動が期待されるかを事前に検討す

るための情報を与えることができよう． 
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図 5.16	 インドネシア，シナブン火山の噴火事象系統樹（中田，2016）． 
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6. 結論  

	 本論文では，2つの火山を想定した熱水流動数値計算のケーススタディによっ

て，火道浅部の閉塞と火道深部の熱水供給率増加の二つの要因が熱水系の消長

に与える影響を検討した．また，様々な条件で数値計算を行い，それらが同時

に発生した場合の熱水系の応答について整理した． 

 

6.1 ケーススタディによる知見  

（1）熱水系における火道浅部の浸透率の低下（火道閉塞）は，熱水系の活動の

消長を引き起こす要因として，いくつかの先行研究により提案されていた．

しかし，火道閉塞が熱水系全体に及ぼす影響について検討した研究はこれ

までなかった．本研究では，十勝岳の 2008年から 2016年の，火口温度や

噴気放熱率の低下と地下の蓄熱・膨張過程が同期して観測された特徴的な

活動を想定し，火道閉塞によって引き起こされる熱水系の消長を，熱水流

動数値計算を用いて検討した．母岩浸透率，キャップロックの有無による

影響を検討するためにいくつかの場合で計算を行った．その結果，火道閉

塞によって，火道閉塞部以深で温度が上昇し，火口温度，噴気放熱率が低

下することが明らかになった．ただし，火道閉塞の度合いが小さい場合，

火口温度，噴気放熱率が低調なまま推移せず回復する．十勝岳 2008~2016

年のような活動を表現するには，検討したケースの中では，高浸透率の母

岩を持ち，キャップロックがある系において，火道一部の浸透率が数桁程

度低下するというメカニズムが好ましい．また，難透水性のキャップロッ

クの有無によって圧力上昇領域が変化することから，地下構造の推定に対
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し，地盤変動観測が有効である可能性を指摘した． 

 

（2）火道深部からの熱水供給率の変化は，多くの先行研究において熱水流動数

値計算によってその熱水系への影響の検討が行われている．しかし，全磁

力変化，火口温度，噴気放熱率を参照情報とした検討は行われていなかっ

た．そこで，本研究では，火口浅部の蓄熱および膨張，火口温度の上昇と

噴気活動の活発化が同期して観測された口永良部島火山 2001~2007年の活

動を想定し，熱水流動数値計算によって火道深部からの熱水供給率増加に

よる熱水系への影響を検討した．熱水供給率の時間変化として，段階的な

増加およびパルス的な増加を与えた．その結果，熱水供給率の増加によっ

て，地下水面付近で温度が上昇し，火口温度，噴気放熱率が増加すること

が明らかになった．しかし，熱水供給率増加直後に火口温度，噴気放熱率

が増加せず，むしろ低下する場合がある．また，熱水供給率の段階的な増

加は間欠的で一方的な全磁力，間隙圧の増加を引き起こす．一方，パルス

的な熱水供給率増加を与えた場合，熱水供給率減少に同期して山体内の間

隙圧が減少するが，全磁力変化は必ずしも帯磁に反転するわけではないこ

とを明らかにした．口永良部島火山 2001~2007年の活動を表現するために

は，検討したケースの中では，段階的に熱水供給率が増加するメカニズム

が好ましいことを明らかにした．  
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6.2 火道閉塞と火道閉塞と熱水供給率増加が同時に発生した場合の熱水系

の応答  

	 熱水系の活動消長を引き起こす二つの要因（火道閉塞と深部からの熱水供給

率増加）が同時に起こった場合の，熱水系の応答について様々な条件で数値計

算を行った．火道閉塞・供給率増加はどちらも山体内部，とりわけ火道周辺に

おける温度上昇，増圧を引き起こす．一方，火口の熱活動に注目すると，火口

温度・噴気放熱率が減少する閉塞卓越型，それらが上昇する供給卓越型，ほと

んど変化しない中間型に分類された．閉塞卓越型発生時に，深部熱水供給率が

増大したかどうかを見極めるのは難しいが，全磁力変化はその手がかりになる

場合がある．ただし，山体浅部の浸透率分布，山体を構成する岩石の温度磁化

特性といった先見情報が，全磁力変化の解釈を大きく左右する． 

	 将来，本研究で行ったような数値計算に基づく研究を発展させていくと，火

道閉塞や深部からの熱水供給率増加が与える山体内の状態変化とそれを反映し

た各種観測項目の応答を，類型化することが可能となり，地質学的な噴火履歴

情報に乏しい火山における事象分岐確率の推定にも，ある種の根拠を与えるこ

とに貢献できる可能性がある． 
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